
区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（東淀川区）

個別 全体

ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

　a：順調
　b：順調でない

「大きな公共を担う活力ある地域社会づくり」に向けて

豊かなコミュニティの実現

【2－2】
　区及び各地域の健康課題を的確に抽出し
たうえで、地域特性に応じた健康づくりを推
進し、区民の健康づくりに対する意識が向
上している状態

自らの健康のために、検診の受診や生活
習慣の改善、体力づくりなどに意識して取り
組んでいる区民の割合：平成30年度末時
点で70％

　地域に即した健康課題として、女性の平
均寿命が低いことについて改善策を検討す
るとともに、その事実を区民・地域に伝えて
健康に関する認識を強く持ってもらえるよう
様々な取り組みを進めていく。
また、健康づくりに関する意識向上を図ると
ともに、地域とも協働し、自らの健康は自ら
守り、自ら増進し、自らの意思で健全な生
活習慣を根付かせる取組みを進めていく。

ア

自らの健康のために意識して取り組ん
でいる区民の割合：80.4％

- A A ｂ ― ―

1

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針
平成28年度

めざす成果および戦略

項目 成果指標と目標値

計画 自己評価

めざす状態 アウトカム 戦略

戦略のアウトカムに
対する有効性

アウトカムの達成状況

H29年度まで
に

50％以上 【2－1】
　高齢者や障がい者などの要援護者が地
域で安心して自分らしく暮らしていくため、
地域住民、地域団体、行政等が力をあわせ
て、「見守り」「支え合い」など、要援護者の
不安や困りごとを地域の中で解決できる
ネットワークが構築されている。

　要援護者の不安や困りごとを地域の中で
相談・解決できていると感じる要援護者の
割合：平成30年度末までに80％

　高齢者や障がい者などの要援護者が地
域で安心して自分らしく暮らしていくため、
要援護者の不安や困りごとを、地域住民や
地域団体、関係機関等が連携して、解決で
きるネットワークを構築する。
　また、地域での保健・福祉の推進の方向
性を享受するため、「東淀川区地域別保健
福祉計画」を策定し、地域福祉の推進を図
る。

ア ―

　要援護者の不安や困りごとを地域の
中で相談・解決できていると感じる要
援護者の割合：74.6％（ライフステー
ション利用者）

- A A a ―

前年度 　A：順調
　B：順調でない

戦略の
進捗状況

課題
今後の対応方向

・
改善策

ホームページや地域広報紙において地活
協の議決事項・事業計画・予算・決算書が
公開されている地域：平成28年度末までに
13/17地域
新たな参加者、担い手が増えたと感じられ
る地域：平成28年度までに9/17地域

　地域活動協議会を中心とした地域活動に
対して今まで地域活動に関わりの薄かった
若い人やマンション住民などの幅広い人達
が、地域活動に対する理解を深め、活動へ
の参画などを誘発する支援を区役所と地域
が連携して進めていく。
　特に開かれた組織運営や活動内容、会計
の情報公開・情報発信の重要性に着目した
支援を中心に実施し、団体の情報を広く発
信することで、地域住民への理解及び参画
に繋げていく。

ア

ホームページや地域広報紙において
地活協の議決事項・事業計画・予算・
決算書が公開されている地域数（議決
事項8/17、事業計画13/17
、予算12/17、決算書13/17）

新たな参加者、担い手が増えたと感じ
られる地域（8/17地域)

身近な地域の中で「声かけ」、「見守
り」、「助け合い」、「支え合い」を実感
している区民の割合

（１）

【1－1】
　地域活動協議会を中心とした地域活動へ
の支援が行われた結果、新しい担い手の
参加によって地域が活性化され、積極的に
地域活動が進められているとともに、活動
内容や会計の情報が十分に区民に発信さ
れている。

㋐
人と人とのつながりづくりの
促進

-

-

B

B

B ｂ

開かれた組織運営をめざして、全ての地域
活動協議会で地活協事務所での書類の開
示が用意されているが、更に広く情報発信
を行うためのホームページの開設や地域広
報紙の紙面の充実についてのボランティア
の負担感を訴える状況が見受けられる。結
果として若年層やマンション住民等の幅広
い層に対して、地域活動への理解を深めら
れない一因と考えられる。

広報紙やＨＰ、SNSなどを通じて地域活動
協議会の議決事項・事業計画や行事の予
定等が広く周知されることは、開かれた組
織運営はもとより、地域活動への新たな担
い手の参画の端緒ともなることや、広告収
入の獲得などにも繋がる等のメリットをしっ
かり伝え、今後も持続的に職員や地域づく
りアドバイザーの支援等を通じて、地域活
動協議会や地域活動の理解を深め、情報
を広く発信することをめざす。



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（東淀川区）

「大きな公共を担う活力ある地域社会づくり」に向けて

豊かなコミュニティの実現

1

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針

項目 成果指標と目標値

H29年度まで
に

50％以上

身近な地域の中で「声かけ」、「見守
り」、「助け合い」、「支え合い」を実感
している区民の割合

（１）

㋐
人と人とのつながりづくりの
促進

○：有効
×：有効でないため見

直す

【1－1－2】
　まちづくりに関心のある区民の交流
会を２か月に１回程度開催し、地域活
動協議会で活動している区民と、関心
はあるが参加できていない区民の交
流を図り、新しい担い手の育成・発掘
を行う。また、地域活動協議会単位
で、希望により、セミナーやワーク
ショップを開催することで、新しい担い
手を育成・発掘し、セミナーやワーク
ショップの参加にとどまらず、実行に移
すことが出来るスタートアップ支援とし
ての「社会的課題解決に向けた区民
提案事業」への参加に繋げ、課題に
対する自発的で新しい取組に対する
意識を高める。

「社会的課題解決に向けた区民提案
事業」で行う交流会のアンケートで「地
域活動に参加したいと思う」と答えた
参加者の割合：80％

左記目標が50％以下の場合、事業の
再構築を行う。

平成25年度　連続講座（法人化講座・
会計研修会・話し方講座・編集講座）
区ホームページ上での補助金実績の
公表
平成26年度　地域公共人材事業（大
学生とのワークショップ・イベントプロ
デューサー養成講座・各種団体講座・
ファシリテーション・話し方講座）
社会的課題に向けた区民提案型委託
事業（3件）
平成27年度　地域公共人材育成事業
（ファシリテーション講座・話し方講座・
まちづくり講座・まちの居場所づくり講
座・対話の場のつくり方講座・広報誌
の作り方講座・まちづくり統計講座・人
間関係トレーニング・講演会・Ｗｅ　Ｌｏ
ｖｅ東淀川）
社会的課題に向けた区民提案型委託
事業（２回３件）

・社会的課題に向けた区民提案型委
託事業２件（新庄ボランティア掘り起こ
し事業・淡路朝ごはん事業)
・新しい担い手の発掘や参加者同士
の繋がりづくりを行う場として「WeLove
東淀川」の開催(８回実施)
・「（仮）東淀川区魅力発信プロジェク
ト」の立ち上げ

「社会的課題解決に向けた区民提案
事業」で行う交流会のアンケートで「地
域活動に参加したいと思う」と答えた
参加者の割合：88.7％(55/62人）

①(i) ○ ― ―

【2－1－1】
　だれもが地域で安心して自分らしく
暮らしていくために、地域の課題解決
や特色を活かした地域福祉を推進す
る東淀川区地域別保健福祉計画の策
定に向けて、区内各地域での課題及
び福祉ニーズ等を区民から直接意見
を集約するための区民意識調査を実
施するとともに、地域及び区内福祉関
係団体等と計画策定に関する意見交
換会等を実施する。
・区民意識調査及び計画策定に関す
る意見交換会の実施

計画策定のための意見交換会を年6
回以上実施

計画策定のための意見交換会が年2
回以上実施できない場合は、事業の
再構築を行う。

区の特色等を把握するための各種統
計データ等の分析
東淀川区地域保健福祉計画骨子（素
案）の策定

H28.4～　区地域保健福祉計画骨子
（素案）をもとに、地域団体や関係団体
と意見交換（計48団体、概ね100回以
上）
H28.10　東淀川区地域保健福祉計画
（素案）のパブリックコメント
H28.12　東淀川区地域保健福祉計画
の策定

取組実績どおり

①(i) ○ ― ―

【2－1－2】
　高齢者や障がい者などが地域にお
いていつまでも安心して暮らし続けら
れる体制に関し、行政と地域が役割分
担し、それぞれの役割を担いながら、
地域包括ケアシステムの構築に向け
て官民一体となって取り組む
　区内に2か所のライフステーションを
設置し、見守りキーホルダー事業等の
見守り活動を実施

　ライフステーションで実施している見
守り活動により、地域で安心して暮ら
せるようになったと感じる割合：75%以
上（利用者アンケート）

左記目標が50%以下の場合、事業の
再構築を行う。

平成27年7月 区内に2か所ライフス
テーションの設置
地域で安心して暮らせるようになった
と感じる人の割合：62.3%（H27利用者
アンケートから）

地域包括ケアシステムの構築に向け
たモデル事業として、ライフステーショ
ン事業をH27年度から実施。相談件数
2,092件、キーホルダー契約数906件
あり、地域で安心して暮らせる体制整
備が軌道に乗せることができた。

ライフステーションで実施している見守
りキーホルダー事業等により、地域で
安心して暮らせるようになったと感じる
人の割合：79.5％（利用者アンケート）

①(i) ○ ― ―

【2－2－2】
・地域包括ケアシステムを支える柱の
一つである「いつまでも健康で暮らす
ための予防活動」の体制強化のため、
東淀川区健康づくり区民会議を活用し
て、構成団体による更なる自発的な健
康づくり・介護予防の取り組みを推進
し、地域との連携を強化する。
・構成団体の全体会1回、担当者連絡
会を3回程度開催。
・在宅医療連携を図るため、こぶしネッ
トへの参画及び区主催の講演会(1回）
を実施。

・地域における健康づくり・介護予防
の取り組みを自主的に実践する構成
団体の割合：70％以上

左記目標が50%以下の場合、事業の
再構築を行う。

・健診の受診率アップに向けた取組み
を団体自らが計画、行動するきっかけ
づくりとして、3回のワークショップを開
催。
・東淀川区健康づくり区民会議は32団
体で構成されている。

・構成団体の担当者連絡会５回実施。
・毎月こぶしネットへの会議に参画。12
月10日市民講演会「住み慣れた場所
で自分らしく過ごすために」開催。
・医療介護連携相談員と次年度以降
の取り組みについて検討会を実施。

健康づくり・介護予防の取り組みを自
主的に実践する構成団体の割合：
78.1％

①(i) ○ ― ―

課題 改善策業績目標 撤退基準
前年度までの
実績

取組実績

業績目標の達成状況

平成28年度

具体的取組

計画 自己評価

戦略に対する
取組の有効性

　①：目標達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施し
なかった

　②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施
しなかった

　③：撤退基準未達成

取組内容

【1－1－4】
区内の地域、企業、教育機関、行政が
様々な活動を通じて連携を深めること
で、日常から協力し合える仕組みを構
築し、地域力の向上を図っていく。
・東淀川区民まつりの実施
・区内の様々な活動主体の異文化交
流の場づくり（年１回）
・各種団体講座、地域公共人材育成
事業（We Love東淀川等）
・東淀川区ＢＣＰ運営委員会の開催（２
回）
・大学をはじめとする学校機関との連
携

※BCP（事業継続計画）とは、企業が
災害や事故などで被害を受けても重
要業務を（なるべく）継続させ、中断し
てもできるだけ早く復旧させること。東
淀川区では災害時だけでなく日常から
様々な面で連携を図ることをめざして
いく。

地域のまちづくりに関する活動が、地
域、企業、教育機関、行政等様々な活
動主体の連携によって進められてい
ると感じる割合（参加者アンケート）：
50%

目標が30％以下の場合、事業の再構
築を行う。

―

・実行委員会を中心に区民まつりを開
催。（協賛・協力　52団体、21企業）
・企業魅力発見事業として「東淀川の
ものづくり」を開催。　（協力企業15　来
場者126人）
・各種団体講座、地域公共人材育成
事業（We Love東淀川等）を実施。
・区ＢＣＰ運営委員会3回（2回以上参
加13団体、1回参加22団体）

・実行委員会を中心に区民まつりを開
催。(協賛・協力　60団体、22企業)
・地域・企業・教育機関・行政の繋がり
づくりを行う場として「異次元交流ライ
ブ」の開催(３月)
・新しい担い手の発掘や参加者同士
の繋がりづくりを行う場として「WeLove
東淀川」の開催(８回実施)
・東淀川区BCP運営会議を実施(１回)
・企業・学生等参加の講演会「〝なん
かおもろい”まち東淀川」（11月）
・大学と地域・企業の連携による新た
な地域との関わり（５件）
・大学と区役所の連携事業「オリジナ
ル婚姻届」「がん検診啓発ポスター」
「避難所でのコミュニケーションボード」
「“なんかおもろい”まち東淀川」

地域のまちづくりに関する活動が、地
域、企業、教育機関、行政等様々な活
動主体の連携によって進められてい
ると感じる割合 78％

①(ii) ○ ―



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（東淀川区）

個別 全体

ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

　a：順調
　b：順調でない

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針
平成28年度

めざす成果および戦略

項目 成果指標と目標値

計画 自己評価

めざす状態 アウトカム 戦略

戦略のアウトカムに
対する有効性

アウトカムの達成状況
前年度 　A：順調

　B：順調でない

戦略の
進捗状況

課題
今後の対応方向

・
改善策

【3－1】
　妊娠期から出産、学齢期まで切れ目のな
い子育て支援策が実施されている。

　子育てを長期的な視点でとらえられ、地域
の多様な団体と行政により様々な施策が実
施され、子育て環境が整備されていると感
じる区民の割合：平成29年度までに60%

身近な絵本という道具を用いて、親子のき
ずなやふれあいをより深めるため、妊娠期
から胎教による「絵本の読み聞かせ」を開
始し小学校卒業まで継続して実施すること
で、子どもへの情操教育だけでなく、将来
的に次世代に続くような施策を地域と連携
して実施する。
思春期の児童・生徒を対象に健康教育等を
実施することにより自尊感情等の向上を図
る。
アウトリーチ的に全ての子どもの安否の確
認とその発達状況や養育環境、養育者の
ニーズ等を把握し、必要な子育て支援につ
なげることにより児童虐待リスクの発生を
防止する。
増加傾向にある児童虐待に関連した通報・
相談に対応するため、要保護児童対策に
関連する知識の共有、関係機関の連携強
化を図る。

ア 47.0% A A a子育て環境が整備されていると感じる
区民の割合　62.1％

― ―
人と人とのつながりづくりの
促進

身近な地域の中で「声かけ」、「見守
り」、「助け合い」、「支え合い」を実感
している区民の割合

H29年度まで
に

50％以上
㋐



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（東淀川区）

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針

項目 成果指標と目標値

人と人とのつながりづくりの
促進

身近な地域の中で「声かけ」、「見守
り」、「助け合い」、「支え合い」を実感
している区民の割合

H29年度まで
に

50％以上
㋐

○：有効
×：有効でないため見

直す

課題 改善策業績目標 撤退基準
前年度までの
実績

取組実績

業績目標の達成状況

平成28年度

具体的取組

計画 自己評価

戦略に対する
取組の有効性

　①：目標達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施し
なかった

　②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施
しなかった

　③：撤退基準未達成

取組内容

【3－1－5】
　児童虐待ハイリスク家庭の児童やそ
の保護者への見守り・支援をおこなう
関係機関で組織する要保護児童対策
地域協議会（要対協）に小学校・中学
校部会、就学前保育・教育機関部会、
乳幼児健診未受診者等連絡会部会の
３部会を設置。
　家庭児童相談員の従前の業務に加
え、児童虐待や要保護児童対策地域
協議会関係業務に従事する新たな任
用区分への配置を3名行い、増加して
いる虐待案件に適切に対応できる体
制を維持していく。
・平成27年度　家庭児童相談員3名
社会福祉士1名
・平成28年度　家庭児童相談員4名

要対協の参加関係機関へのアンケー
トで、要対協で実施している活動が対
応に役立っているとした機関の割合が
70％以上

左記目標が70％を下回った場合、事
業の再構築を行う。

要保護児童対策地域協議会に関する
会議開催（平成27年度）
代表者会議１回　実務者会議１２回
就学前保育教育機関部会１回　小中
学校部会1回　乳幼児健診未受診者
等部会１回　民生委員児童委員協議
会との研修１回　区医師会・歯科医師
会への協力依頼実施
個別ケース検討会議110回（平成26年
度）
虐待相談件数（平成26年度）443件
（大阪市4,282件　大阪市平均178件）

・要保護児童対策地域協議会に関す
る会議（研修）開催　代表者会議１回、
実務者会議12回、個別ケース検討会
議約120回　就学前保育・小中学校・
乳幼児健診未受診者等の3部会各１
回　区医師会・歯科医師会への協力
依頼実施、区医師会の研修会への協
力１回、家庭児童相談員4名の配置、
相談・調整、中学校との連絡会の実施

要対協で実施している活動が対応に
役立っていると回答した機関　90％

①(i) ○ ― ―

【3－1－1】
　絵本を通じた親子の絆とふれあいを深めるため、
絵本の読み聞かせボランティアを募集・養成し、保
育所・幼稚園等の子育て関連施設はもとより、妊婦
教室、乳幼児健診会場、小学校図書館及び子育て
サロン等に派遣し、ブックスタートとも連携して、地
域で幅広く絵本の読み聞かせ活動に取り組む。
・交流会の開催やえほんまつりの開催にかかる情
報収集など、現在各地域で実施されている、読み
聞かせ・読書に関するさまざまな活動と連携して事
業を進める。
　さらに平成28年度からは、これまでの活動で整え
られた読み聞かせ活動の習慣が主体的に継続さ
れることを目指し事業を展開する。まずは各地域と
の交流会の定期的な開催や技術的な支援（講座
等の開催）に重点を置き事業を実施することで、各
地域での読み聞かせ・読書に関する主体的活動の
促進・強化をめざす。
　地域での充実した絵本の読み聞かせ活動の継
続により、区民に読み聞かせの重要性が浸透する
ことで、世代を超えて絵本読み聞かせの習慣を定
着させ、親子の絆とふれあいの深化を図り、児童
虐待や学校でのいじめ等の防止につなげることを
めざす。
・５地域以上での絵本まつり・ミニ絵本展等の開催
予定。

本が好きな子どもの割合：70％以上
事業に参加した保護者を対象にアン
ケートを実施

左記目標が60％を下回った場合、事
業の再構築を行う。

平成27年度（平成28年2月末時点）
・ボランティア登録者数：87名
・絵本バンク寄贈絵本冊数：1,568冊
・読み聞かせボランティア派遣：91回
（H25年度76回、H26年度107回）
・ひがしよどがわえほんまつり：平成25
年度より年１回
・読み聞かせ関連事業への参加者数：
4,031名

・一般向け読み聞かせ講座の開催（８
月）
・シニアのための読み聞かせ講座（10
月）
・地域活動協議会を主体とする絵本ま
つりやミニ絵本展の開催：８地域
・各地域での読み聞かせ活動との連
携・情報交換・技術支援を行う「東淀
川区絵本読み聞かせ活動交流会」の
開催：２回（８月・12月）
・親子のふれあい・つながりが深くなる
ことを目指した読み聞かせ活動の普
及：保育施設・幼稚園向け「ざぶとん
読み」講座の開催（11月）
（※ざぶとん読み…保育施設等のお迎
えの時間に保護者の膝の上で１冊の
絵本の読み聞かせを行うもの。）
・地域活動協議会主催の読み聞かせ
活動との連携や自主活動グループの
形成などのボランティアバンクの運用

本が好きな子どもの割合：100％
※事業に参加した保護者を対象にア
ンケートを実施

①(i) ○

【3－1－4】
・出生～６か月までの乳児のいる家庭
を地域の主任児童委員を中心に、民
生委員児童委員等が訪問し、子育て
に関する地域に密着した情報提供（子
育てサロンなど）を行うとともに育児等
に関する様々な不安や悩みを受け止
め、地域の中で安心して子育てできる
よう支援する。また、聞き取った内容を
区役所事業担当へ報告し、支援が必
要な家庭が適切な関係機関やサービ
ス提供を受けられるようにつなげる。
・訪問結果により支援が必要と判断さ
れた家庭について、適宜関係者によ
るフォロー会議を実施。問題解決のた
めの支援、地域と連携した見守りを行
う。
・地域と子育て家庭との関係がつくら
れ、子育てサロンへの参加が増えるこ
とで、子育て家庭の孤立化を防ぎ、地
域における見守り支援の強化、地域
での子育て支援を活性化を促し、児童
虐待の早期発見及び未然防止につな
げる。

地域からの訪問に同意する子育て家
庭の割合50％以上

左記目標が40％未満の場合事業の見
直しを検討

新規 地域からの推薦による訪問員への委
嘱47名（12月）、訪問員養成研修　８
回（補講除く）、訪問員連絡会の実施２
回、訪問員の訪問件数105件（12～３
月）

地域からの訪問に同意する子育て家
庭の割合　57％
（訪問勧奨数156件中依頼数89件）
（11月～３月）

①(i) ○

―

― ―

―



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（東淀川区）

個別 全体

ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

　a：順調
　b：順調でない

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針
平成28年度

めざす成果および戦略

項目 成果指標と目標値

計画 自己評価

めざす状態 アウトカム 戦略

戦略のアウトカムに
対する有効性

アウトカムの達成状況
前年度 　A：順調

　B：順調でない

戦略の
進捗状況

課題
今後の対応方向

・
改善策

子どもの見守りや非行を発見した際、
対応しようと考えると回答した地域住
民　85％

83.0% A

【3－3】
　各地域に暮らす方々が、こども青少年の
健全育成や非行防止に対し、高い意識を持
つことにより地域全体でこども青少年を見
守り、区内でスポーツや文化の体験活動に
参加できる機会を通じて家族・友人・学校・
地域との絆を深めていくことで非行を抑止
できる状態。

・各地域において、子どもの見守りや非行
を発見した際、対応しようと考える区民の割
合を平成30年度末までに65％以上にする。
・青少年にとって地域において体験活動に
参加できる機会があると思う青少年の割合
を平成30年度末までに50％以上にする。

・地域住民が、学校・地域団体等地域全体
のこども青少年の健全育成　・非行防止に
対する意識を高められるよう啓発活動や巡
視・見守り活動を行う。
・子ども・青少年が、地域でスポーツや文化
の体験活動をできる機会を作ることを通じ
て家族・友人・学校・地域との絆を深めてい
く。
・子ども青少年健全育成等に係る取り組み
を専門家の助言を受けながら実施してい
く。

ア ― ―A
人と人とのつながりづくりの
促進

身近な地域の中で「声かけ」、「見守
り」、「助け合い」、「支え合い」を実感
している区民の割合

H29年度まで
に

50％以上

体験活動に参加できる機会があると
回答した中学生　90％

63.0% A

a㋐



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（東淀川区）

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針

項目 成果指標と目標値

人と人とのつながりづくりの
促進

身近な地域の中で「声かけ」、「見守
り」、「助け合い」、「支え合い」を実感
している区民の割合

H29年度まで
に

50％以上
㋐

○：有効
×：有効でないため見

直す

課題 改善策業績目標 撤退基準
前年度までの
実績

取組実績

業績目標の達成状況

平成28年度

具体的取組

計画 自己評価

戦略に対する
取組の有効性

　①：目標達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施し
なかった

　②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施
しなかった

　③：撤退基準未達成

取組内容

【3－3－1】
　各地域で啓発活動や巡視・活動を行
うことで、地域住民のこども青少年の
健全育成や非行防止に対する高い意
識を醸成し、地域全体でこども青少年
の健全育成や非行防止に取り組む。
・巡視活動は、各地域で月１回以上
・街頭啓発は、区域で年２回以上
・青少年育成に係る講演会を区域で
年１回以上
・青少年育成推進会議において意識
の向上のための会議を年１回以上

各地域でアンケートをとり、街中で子ど
も青少年を見かけた時に子ども青少
年が危険な状況にないか、非行等を
行っていないか意識する人の割合：
30％以上

左記目標が20％を下回った場合、事
業の再構築を行う。

・夜間巡視　平成27年度（2月末現在）
241回（H26年度237回）
・街頭啓発活動　年1回実施（11月）
・青少年育成区民大会　1回実施
・青少年育成推進会議役員会等　8回
実施

・夜間巡視活動・・・青少年指導員を中
心に全地域で合計約250回実施
・街頭啓発・・・啓発ティッシュ配布や啓
発ベストを着用し区域で年２回実施
・青少年育成に係る講演会・・・青少年
育成区民大会を１回実施
・青少年育成推進会議において意識
の向上のための会議を年２回実施

街中で子ども青少年を見かけた時に
子ども青少年が危険な状況にない
か、非行等を行っていないか意識する
人の割合　86.9％

①(i) ○

【3－3－2】
　各地域でこどもの登下校の見守り活
動やこども１１０番の家事業など、こど
も青少年の安全確保にかかる見守り
活動を充実していくことで、地域全体
でこども・青少年を見守るという意識を
高めていく。
・各地域で実施している登下校の見守
り活動やこども１１０番の家事業に係
る意見交換を年３回以上実施し、改善
や再構築（こども１１０番の家のリスト
整理など）に向けて検討していく。
・見まもるデー（毎月７日）に係る啓発
広報を実施月の広報紙へ掲載（年１１
回）

各地域でアンケートをとり、住んでいる
地域でどこがこども１１０番の家なのか
複数軒知っている人の割合：40％以
上

左記目標が30％を下回った場合、事
業の再構築を行う

・こども110番の家周知実施
・登下校の見守り周知実施

・見守り活動などに係る意見交換会を
３回実施。・東淀川区青少年育成区民
大会を実施し、講演や各地域の取り組
み状況について、広報紙に11回掲
載。
こども１１０番の家の状況把握のた
め、地域団体と協働し現地調査を行っ
た。

各地域でアンケートをとり、住んでいる
地域でどこがこども１１０番の家なのか
複数軒知っている人の割合：　88.9％

①(i) ○ ― ―

【3－3－3】
区域において青少年が興味を持ち参
加したいと思われるような、青少年が
参加できる体育・文化活動に関する大
会等を実施する機会を増やすことによ
り、青少年が地域での日常的な活動
に参加していることで、その活動に楽
しさを感じることにより青少年の健全
育成非行防止につなげる。
・体育活動、文化活動ともに、区域で
各年１回以上実施することで、各地域
でのスポーツ文化活動を通じた家族・
友人・学校・地域との絆を深めていく。
・青少年が交流できる活動を年１回実
施し、多くの青少年に参加いただき、
日頃交流することのない方と交流する
ことで青少年同士の絆を深めていく。

体育・文化活動に関する大会等への
参加者にアンケートを取り、次回も参
加したいと思う人の割合：60％以上

左記目標が50％を下回った場合、事
業の再構築を行う

・中学生スポーツ大会9月・10月実施
・中学生絵画写真コンクール実施
・青少年交流事業3月実施　　・ユース
ダンスフェスティバル12月実施
・中学校音楽フェスティバル1月実施

・中学生対象のソフトボール大会・キッ
クベースボール大会・絵画写真コン
クール・音楽フェスティバルを実施し
た。
・今までの取り組みだけでなく、広く中
学生が誰でも参加できる委嘱事業とし
てクイズ大会を行った。

体育・文化活動に関する大会等への
参加者のうち次回も参加したいと思う
人の割合　88％

①(i) ○ ― ―



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（東淀川区）

個別 全体

ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

　a：順調
　b：順調でない

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針
平成28年度

めざす成果および戦略

項目 成果指標と目標値

計画 自己評価

めざす状態 アウトカム 戦略

戦略のアウトカムに
対する有効性

アウトカムの達成状況
前年度 　A：順調

　B：順調でない

戦略の
進捗状況

課題
今後の対応方向

・
改善策

【4－2】
地域住民の防犯・交通安全に対する機運を
高め、街頭犯罪防止・交通事故減少のため
に地域が主体となり、警察、行政と連携し
取り組みが進められている状態

　地域が主体となり、警察や行政と連携して
街頭犯罪の削減、交通事故減少など安全・
安心に向けた取組みが進められていると感
じる区民の割合：平成30年度末までに60%

　地域の防犯・安全対策の拠点である地域
安全センター（各地域の福祉会館等に設
置）を活用し、地域の多様な団体、警察など
と連携しつつ、地域住民の防犯意識の向上
を図る。
　自転車のルールとマナーを啓発・指導す
る。自転車利用適正化の対策を総合的に
進めて自転車盗難・放置自転車・自転車が
関係する交通事故を減少させる。

ア

地域が主体となり、警察や行政と連携
して街頭犯罪の削減、交通事故減少
など安全・安心に向けた取り組みが進
められていると感じる区民の割合：
71％

69.0% A A a ― ―

ア

【4－1】
行政が主体となり、あるいは行政が地域住
民の協力を得ながら取り組む第1ステージ
から、自助・共助を基本とし、区民が主体と
なって取り組む第2ステージへとステップ
アップした防災・減災対策が実施されてい
る。

災害時に地域における自己の役割を把握
し、行動すべき内容を理解している区民の
割合：平成28年度末までに60％

　大災害時における行動を明確にするた
め、区民へ広く呼びかけを行い、自主的な
活動を促進するとともに、昼間の災害時に
地域活動に参加できる若い世代（中学生
等）への集中的な防災教育に関係機関と連
携して取り組む。また新大阪駅周辺の事業
所等災害時の帰宅困難者対策を行うこと
で、幅広い区民等の防災意識の向上につ
なげていく。

ア

―A

災害時に地域における自己の役割を
把握し、行動すべき内容を理解してい
る区民の割合：89％

60% A

―A ｂ

就学児童・生徒のいる世帯の割合へ
のアンケートで、保護者・地域住民等
の多様な意見・ニーズをふまえた教育
行政が実施されていると感じると回答
した割合　62.5％

― A

a ―

―

㋐

【3－4】
・区において、保護者・地域住民・校長等の
多様な意見・ニーズをくみとり、区政に反映
するための仕組みを構築し、分権型教育行
政への転換を進める。
・地域・ＮＰＯ・行政等の協働を通して、学校
を核とした住民主体の教育コミュニティ・生
涯学習社会を形成し、子どもが学力・学習
意欲・自尊感情などを高め、自立し社会を
生き抜く力を身に付けて、東淀川区の次世
代人材として成長できる状態をめざす。

保護者・地域住民等の多様な意見・ニーズ
をふまえた教育行政が実施されていると感
じる就学児童・生徒のいる世帯の割合：平
成29年度末までに60％以上

・保護者・区民等の参画のための会議や区
教育行政連絡会、各校の学校協議会の開
催を通じて、教育行政に対する保護者・地
域住民・校長等の多様な意見・ニーズをくみ
とる。
・地域住民等による校庭等の芝生化を支援
することで、子どもが緑のもとで遊べる環境
をつくるとともに、地域のコミュニケーション
を活性化させ、学校を核とした住民主体の
教育コミュニティ・生涯学習社会の実現をめ
ざす。

身近な地域の中で「声かけ」、「見守
り」、「助け合い」、「支え合い」を実感
している区民の割合

人と人とのつながりづくりの
促進

H29年度まで
に

50％以上



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（東淀川区）

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針

項目 成果指標と目標値

㋐
身近な地域の中で「声かけ」、「見守
り」、「助け合い」、「支え合い」を実感
している区民の割合

人と人とのつながりづくりの
促進

H29年度まで
に

50％以上

○：有効
×：有効でないため見

直す

課題 改善策業績目標 撤退基準
前年度までの
実績

取組実績

業績目標の達成状況

平成28年度

具体的取組

計画 自己評価

戦略に対する
取組の有効性

　①：目標達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施し
なかった

　②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施
しなかった

　③：撤退基準未達成

取組内容

【3－4－4】
・区内各小・中学校で設置されている
学校協議会の開催に際し、区役所職
員が立会い、運営状況について把握
するとともに、運営補助や、区内施策
に関する情報提供などの支援を行う。

学校協議会委員研修会に参加する委
員のうち、区職員からの学校協議会施
策に関する説明・情報提供が有用だと
感じる割合 70％以上

左記目標が70％未満の場合、事業の
再構築を行う。

平成26年度実績　26校での学校協議
会　年３回開催に対し、毎回立会い
平成27年度実績　27校での学校協議
会　計82回開催に対し、78回立会い

学校協議会委員研修会を６回開催。 学校協議会委員研修会に参加する委
員のうち、区職員からの学校協議会施
策に関する説明・情報提供が有用だと
感じる割合88％

①(i) ○ ― ―

【3－4－5】
・地域住民等が校庭等を芝生化させる
ことにより、子どもが緑のもとで遊べる
環境をつくり、その活動を通じて、地域
のコミュニケーションを活性化させ、地
域づくりの実現をめざす。
・平成28年度は、新規施工予定1校の
芝生化実行委員会に対する施工経費
の補助（補助率100％）、及び平成26
年度・27年度施工の4校の芝生化実行
委員会に対する維持管理経費の補助
（補助率1/2）、並びに同4校の専門性
を有する維持管理作業の技術指導
（年間７回程度）の業務委託を行う。

校庭等を芝生化する活動を通じて、地
域のコミュニケーションが活性化され
たと感じている地域住民の割合が
60％以上

左記目標が60％未満の場合、事業再
構築を行う。

平成26年度実績　3校で芝生化
平成27年度実績　1校で芝生化

・今年度、新規施工1校の補助実施
（補助率100％）
・平成26年度・27年度施工の4校に対
する維持管理経費の補助（補助率
1/2）、並びに同4校の専門性を有する
維持管理作業の技術指導（年間７回
程度）の業務委託契約実施

区民アンケートにより、校庭等を芝生
化する活動を通じて、地域のコミュニ
ケーションが活性化されたと感じてい
る地域住民の割合65％

①(i) ○ ― ―

【4－1－1】
・地域住民主体による防災学習会
　年間17回
・地域防災計画をもとに地域の実情に
合わせた訓練や夜間・停電時を想定し
た訓練など様々な状況を想定した小
規模訓練を行い、地域住民が行う計
画の修正をサポートする。
　年間17回

防災学習会開催後のアンケートにお
いて、自分の役割が理解できた割合：
80%

左記目標が50%を下回った場合、事業
の再構築を行う。

平成27年度
・防災学習会　年間37回
・防災訓練　年間21回

・防災学習会　　年間30回
   地域団体をはじめとして企業や福祉
施設等に対して実施。
　 熊本地震の被災地支援の現地報告
や区の地域特性や被害想定、災害時
の行動など。
・防災訓練　　 　年間18回
　 風水害夜間訓練　3地域、避難訓
練、開設・運営訓練8地域、技術訓練
等7地域
・大阪成蹊大学と連携し避難所用コ
ミュニケーションシートを作成

防災学習会開催後のアンケートにお
いて、自分の役割が理解できた割合：
89%

①(i) ○ ― ―

【4－1－2】
平日昼間の災害時に減災のための救
助活動などの担い手となりうる中学生
を対象とした防災研修を土曜授業を活
用し実施する。
年間8回

研修後、災害時に自分たちの役割が
わかったと答えた中学生の割合：80％

左記目標が50%を下回った場合、事業
の再構築を行う。

中学校等での土曜授業等を活用した
防災研修の実施（26年度5回、27年度
6回）

中学生を対象とした防災研修　7校実
施
残りの1校は希望日程重複のため実
施できず、再調整もつかなかった。
　・避難所作り体験訓練　２校
　・防災基礎知識、クロスロード研修
２校
　・要支援者支援訓練　１校
　・防災学習、避難訓練　２校

研修後、災害時に自分たちの役割が
わかったと答えた中学生の割合：72％

②(ii) ○

これまでの防災研修では、区や消防
が中心となって実施してきたことから、
自助・共助の重要性の周知が不十分
であった。地域の防災活動や災害時
の助け合いの大切さを理解し、すすん
で活動できるための内容を実施する
必要がある。

土曜日授業を活用し、地域と連携し
て、地域で取り組まれている共助の活
動を知る機会を提供する。また、避難
所運営における共助の重要性など危
機意識を高める効果的な研修の実施
に向けて、関係機関に協力を求め自
助・共助の推進につなげる。

【4－2－1】
・犯罪の抑止効果が高いと考えられる
区防犯カメラの設置、維持管理・運用
を継続して実施
・夜間の青色防犯パトロールの実施
・地域安全防犯職員による地域の安
全巡視・点検、子ども関係施設巡回・
見守り活動、防犯啓発活動
・地域安全センターを活用して、犯罪
発生状況などの警察からの防犯情報
を地域に提供し、警察と連携して防犯
講習会を開催する。
・大阪府犯罪抑止総合対策の重点犯
罪として位置付けられている子どもや
女性を狙った性犯罪に対し警察と連携
した啓発活動を実施する。

地域安全センターへの防犯情報の提
供・防犯講習会の開催：10地域以上

左記目標が5地域以下の場合、事業
の再構築を行う。

・３区でそれぞれの区境付近に防犯カ
メラを100台設置（平成26年度東淀川
区30台）
・３区合同で夜間の青色防犯パトロー
ルを実施（平成27年度）
・地域安全センターでの防犯講習会
（平成27年度）
・隣接市境付近に防犯カメラを15台設
置（平成27年度）
・3区合同での防犯キャンペーンの実
施2回（平成27年度）

・区防犯カメラ設置　6台　・夜間の青
色防犯パトロール実施　通年（業務委
託）
・地域安全防犯職員による地域の安
全巡視・点検、子ども関係施設巡回・
見守り活動、防犯啓発活動　通年
・警察と連携して地域安全センターを
はじめ地域や学校等への防犯情報の
提供・防犯講習会　63回
・子どもや女性を狙った犯罪抑止の啓
発活動　25回
・特殊詐欺被害防止教室の実施　17
回

地域安全センターへの防犯情報の提
供・防犯講習会の開催：15地域

①(i) ○ ― ―



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（東淀川区）

個別 全体

ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

　a：順調
　b：順調でない

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針
平成28年度

めざす成果および戦略

項目 成果指標と目標値

計画 自己評価

めざす状態 アウトカム 戦略

戦略のアウトカムに
対する有効性

アウトカムの達成状況
前年度 　A：順調

　B：順調でない

戦略の
進捗状況

課題
今後の対応方向

・
改善策

多様な主体の協働（マルチパートナーシップ）の実現（２）

㋐
地域活動協議会を核とした
自律した地域運営の支援

校区等地域において、様々な活動主
体が協働し、その話し合いのもと合意
を形成し自ら地域課題の解決に取り
組むなど、地域が自律的に運営され
ていると感じている区民の割合

H29年度まで
に

50％以上

【1－1】
　地域活動協議会を中心とした地域活動へ
の支援が行われた結果、新しい担い手の
参加によって地域が活性化され、積極的に
地域活動が進められているとともに、活動
内容や会計の情報が十分に区民に発信さ
れている。

ホームページや地域広報紙において地活
協の議決事項・事業計画・予算・決算書が
公開されている地域：平成28年度末までに
13/17地域
新たな参加者、担い手が増えたと感じられ
る地域：平成28年度までに9/17地域

ｂ

開かれた組織運営をめざして、全ての地域
活動協議会で地活協事務所での書類の開
示が用意されているが、更に広く情報発信
を行うためのホームページの開設や地域広
報紙の紙面の充実についてのボランティア
の負担感を訴える状況が見受けられる。結
果として若年層やマンション住民等の幅広
い層に対して、地域活動への理解を深めら
れない一因と考えられる。

広報紙やＨＰ、SNSなどを通じて地域活動
協議会の議決事項・事業計画や行事の予
定等が広く周知されることは、開かれた組
織運営はもとより、地域活動への新たな担
い手の参画の端緒ともなることや、広告収
入の獲得などにも繋がる等のメリットをしっ
かり伝え、今後も持続的に職員や地域づく
りアドバイザーの支援等を通じて、地域活
動協議会や地域活動の理解を深め、情報
を広く発信することをめざす。

　地域活動協議会を中心とした地域活動に
対して今まで地域活動に関わりの薄かった
若い人やマンション住民などの幅広い人達
が、地域活動に対する理解を深め、活動へ
の参画などを誘発する支援を区役所と地域
が連携して進めていく。
　特に開かれた組織運営や活動内容、会計
の情報公開・情報発信の重要性に着目した
支援を中心に実施し、団体の情報を広く発
信することで、地域住民への理解及び参画
に繋げていく。

ア

ホームページや地域広報紙において
地活協の議決事項・事業計画・予算・
決算書が公開されている地域数（議決
事項8/17、事業計画13/17、予算
12/17、決算書13/17）

新たな参加者、担い手が増えたと感じ
られる地域（8/17地域)

―

―

B

B

B



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（東淀川区）

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針

項目 成果指標と目標値

多様な主体の協働（マルチパートナーシップ）の実現（２）

㋐
地域活動協議会を核とした
自律した地域運営の支援

校区等地域において、様々な活動主
体が協働し、その話し合いのもと合意
を形成し自ら地域課題の解決に取り
組むなど、地域が自律的に運営され
ていると感じている区民の割合

H29年度まで
に

50％以上

○：有効
×：有効でないため見

直す

課題 改善策業績目標 撤退基準
前年度までの
実績

取組実績

業績目標の達成状況

平成28年度

具体的取組

計画 自己評価

戦略に対する
取組の有効性

　①：目標達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施し
なかった

　②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施
しなかった

　③：撤退基準未達成

取組内容

【1－1－2】
　まちづくりに関心のある区民の交流
会を２か月に１回程度開催し、地域活
動協議会で活動している区民と、関心
はあるが参加できていない区民の交
流を図り、新しい担い手の育成・発掘
を行う。また、地域活動協議会単位
で、希望により、セミナーやワーク
ショップを開催することで、新しい担い
手を育成・発掘し、セミナーやワーク
ショップの参加にとどまらず、実行に移
すことが出来るスタートアップ支援とし
ての「社会的課題解決に向けた区民
提案事業」への参加に繋げ、課題に
対する自発的で新しい取組に対する
意識を高める。

「社会的課題解決に向けた区民提案
事業」で行う交流会のアンケートで「地
域活動に参加したいと思う」と答えた
参加者の割合：80％

左記目標が50％以下の場合、事業の
再構築を行う。

平成25年度　連続講座（法人化講座・
会計研修会・話し方講座・編集講座）
区ホームページ上での補助金実績の
公表
平成26年度　地域公共人材事業（大
学生とのワークショップ・イベントプロ
デューサー養成講座・各種団体講座・
ファシリテーション・話し方講座）
社会的課題に向けた区民提案型委託
事業（3件）
平成27年度　地域公共人材育成事業
（ファシリテーション講座・話し方講座・
まちづくり講座・まちの居場所づくり講
座・対話の場のつくり方講座・広報誌
の作り方講座・まちづくり統計講座・人
間関係トレーニング・講演会・Ｗｅ　Ｌｏ
ｖｅ東淀川）
社会的課題に向けた区民提案型委託
事業（２回３件）

・社会的課題に向けた区民提案型委
託事業２件（新庄ボランティア掘り起こ
し事業・淡路朝ごはん事業)
・新しい担い手の発掘や参加者同士
の繋がりづくりを行う場として「WeLove
東淀川」の開催(８回実施)
・「（仮）東淀川区魅力発信プロジェク
ト」の立ち上げ

「社会的課題解決に向けた区民提案
事業」で行う交流会のアンケートで「地
域活動に参加したいと思う」と答えた
参加者の割合：88.7％(55/62人）

①(i) ○ ― ―

【1－1－1】
　地域活動協議会を中心とした各種の
地域活動に対して財政的支援などを
行うとともに、まちづくり活動の経験が
あり高度な専門的な知識を有する地
域づくりアドバイザー（嘱託職員）によ
る、きめ細かい相談業務、アドバイス
の結果、必要と感じた研修、講演を開
催する。
 地域活動協議会と連携して、地域活
動協議会の活動に参加していない住
民や団体、区外からの転入者に対し
て区広報紙やホームページ、ツイッ
ターを始め様々な媒体を活用し、活動
への参加を呼び掛ける。
　地域活動協議会などに対して支援
が行えるよう、地域のニーズを確認す
るとともに、ＣＢ・ＳＢの助言・指導、ＮＰ
Ｏ等法人化に向けた申請手続の助言
など地域のサポートを行う。

　地域活動協議会の活動内容や会計
の情報公開の重要性を認識し、実践し
ていると答えた地域活動協議会　17地
域中17地域
　新たな参加者、担い手を増やす取組
をしている地域活動協議会　17地域中
17地域

左記目標が９地域以下の場合、事業
の再構築を行う。

平成24年度　全17地域で地域活動協
議会結成
平成25年度　地域活動協議会補助金
等に関する意見交換会（全17地域）、
連続講座（法人化講座・会計研修会・
話し方講座・編集講座）
平成26年度　地域活動協議会会計勉
強会（全17地域、会計処理・監事の役
割）、区広報紙に各地域活動協議会
の活動を紹介（「１７地活協プレス」）
平成27年度　地域づくりアドバイザー
を中心に、補助金に係る中間決算の
実施（会計の透明性の確保）、区広報
紙に各地域活動協議会の活動を紹介
（「１７地活協プレス」）、各地域活動協
議会が発行する広報紙やチラシを配
架できるように、区役所庁舎内（２か
所）にラックを設置した。

・地域活動協議会連絡会議による組
織運営情報共有（12回）
・各地域ＨＰやツイッターによる情報発
信
・広報紙による地域活動協議会活動
紹介（17地域＋特集号）
・地域づくりアドバイザーによる地域へ
のサポート
・広報勉強会（17地域）・防災勉強会
（17地域)
・地域づくりアドバイザーによる講座の
実施(計23回)

・地域活動協議会の活動内容や会計
の情報公開の重要性を認識し、実践し
ていると答えた地域活動協議会
（14/17地域)
・新たな参加者、担い手を増やす取組
をしている地域活動協議会
（17/17地域)

②(i) ○

開かれた組織運営に係る情報公開に
ついての重要性を認識していない地
域活動協議会があり、新たな担い手
や多くの住民等と協働した地域づくり
に発展していかない危惧がある。

左記目標が30％以下の場合、事業の
再構築を行う。

・実行委員会を中心に区民まつりを開
催。（協賛・協力　52団体、21企業）
・企業魅力発見事業として「東淀川の
ものづくり」を開催。　（協力企業15　来
場者126人）
・各種団体講座、地域公共人材育成
事業（We Love東淀川等）を実施。
・区ＢＣＰ運営委員会3回（2回以上参
加13団体、1回参加22団体）

・実行委員会を中心に区民まつりを開
催。(協賛・協力　60団体、22企業)
・地域・企業・教育機関・行政の繋がり
づくりを行う場として「異次元交流ライ
ブ」の開催(３月)
・新しい担い手の発掘や参加者同士
の繋がりづくりを行う場として「WeLove
東淀川」の開催(８回実施)
・東淀川区BCP運営会議を実施(１回)
・企業・学生等参加の講演会「〝なん
かおもろい”まち東淀川」（11月）
・大学と地域・企業の連携による新た
な地域との関わり（５件）
・大学と区役所の連携事業「オリジナ
ル婚姻届」「がん検診啓発ポスター」
「避難所でのコミュニケーションボード」
「“なんかおもろい”まち東淀川」

地域のまちづくりに関する活動が、地
域、企業、教育機関、行政等様々な活
動主体の連携によって進められてい
ると感じる割合 78％

①(ii) ○ ―

地域活動協議会がどんな目的でどん
な活動をしているか、また会計につい
ても透明性のある処理を行っているこ
とを広く知ってもらうことが、これまで関
わりの薄かった住民の参画を促すた
めに重要であることの周知。特に認識
が低い地活協へは職員や地域づくり
アドバイザーによる直接支援を行うほ
か、地域活動協議会連絡会議や、各
種講座等を通じ、地域活動協議会に
対して継続的、持続的にうったえてい
き、地域実情把握と地域ごとのきめ細
かい支援について力を入れていく。

―

【1－1－4】
区内の地域、企業、教育機関、行政が
様々な活動を通じて連携を深めること
で、日常から協力し合える仕組みを構
築し、地域力の向上を図っていく。
・東淀川区民まつりの実施
・区内の様々な活動主体の異文化交
流の場づくり（年１回）
・各種団体講座、地域公共人材育成
事業（We Love東淀川等）
・東淀川区ＢＣＰ運営委員会の開催（２
回）
・大学をはじめとする学校機関との連
携

※BCP（事業継続計画）とは、企業が
災害や事故などで被害を受けても重
要業務を（なるべく）継続させ、中断し
てもできるだけ早く復旧させること。東
淀川区では災害時だけでなく日常から
様々な面で連携を図ることをめざして
いく。

地域のまちづくりに関する活動が、地
域、企業、教育機関、行政等様々な活
動主体の連携によって進められてい
ると感じる割合（参加者アンケート）：
50%



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（東淀川区）

個別 全体

ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

　a：順調
　b：順調でない

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針
平成28年度

めざす成果および戦略

項目 成果指標と目標値

計画 自己評価

めざす状態 アウトカム 戦略

戦略のアウトカムに
対する有効性

アウトカムの達成状況
前年度 　A：順調

　B：順調でない

戦略の
進捗状況

課題
今後の対応方向

・
改善策

【2－1】
　高齢者や障がい者などの要援護者が地
域で安心して自分らしく暮らしていくため、
地域住民、地域団体、行政等が力をあわせ
て、「見守り」「支え合い」など、要援護者の
不安や困りごとを地域の中で解決できる
ネットワークが構築されている。

　要援護者の不安や困りごとを地域の中で
相談・解決できていると感じる要援護者の
割合：平成30年度末までに80％

　高齢者や障がい者などの要援護者が地
域で安心して自分らしく暮らしていくため、
要援護者の不安や困りごとを、地域住民や
地域団体、関係機関等が連携して、解決で
きるネットワークを構築する。
　また、地域での保健・福祉の推進の方向
性を享受するため、「東淀川区地域別保健
福祉計画」を策定し、地域福祉の推進を図
る。

ア

　要援護者の不安や困りごとを地域の
中で相談・解決できていると感じる要
援護者の割合：74.6％（ライフステー
ション利用者）

- A A a ― ―

【3－4】
・区において、保護者・地域住民・校長等の
多様な意見・ニーズをくみとり、区政に反映
するための仕組みを構築し、分権型教育行
政への転換を進める。
・地域・ＮＰＯ・行政等の協働を通して、学校
を核とした住民主体の教育コミュニティ・生
涯学習社会を形成し、子どもが学力・学習
意欲・自尊感情などを高め、自立し社会を
生き抜く力を身に付けて、東淀川区の次世
代人材として成長できる状態をめざす。

保護者・地域住民等の多様な意見・ニーズ
をふまえた教育行政が実施されていると感
じる就学児童・生徒のいる世帯の割合：平
成29年度末までに60％以上

・保護者・区民等の参画のための会議や区
教育行政連絡会、各校の学校協議会の開
催を通じて、教育行政に対する保護者・地
域住民・校長等の多様な意見・ニーズをくみ
とる。
・地域住民等による校庭等の芝生化を支援
することで、子どもが緑のもとで遊べる環境
をつくるとともに、地域のコミュニケーション
を活性化させ、学校を核とした住民主体の
教育コミュニティ・生涯学習社会の実現をめ
ざす。

ア

就学児童・生徒のいる世帯の割合へ
のアンケートで、保護者・地域住民等
の多様な意見・ニーズをふまえた教育
行政が実施されていると感じると回答
した割合　62.5％

- A A a ― ―

【4－1】
行政が主体となり、あるいは行政が地域住
民の協力を得ながら取り組む第1ステージ
から、自助・共助を基本とし、区民が主体と
なって取り組む第2ステージへとステップ
アップした防災・減災対策が実施されている

災害時に地域における自己の役割を把握
し、行動すべき内容を理解している区民の
割合：平成28年度末までに60％

　大災害時における行動を明確にするた
め、区民へ広く呼びかけを行い、自主的な
活動を促進するとともに、昼間の災害時に
地域活動に参加できる若い世代（中学生
等）への集中的な防災教育に関係機関と連
携して取り組む。また新大阪駅周辺の事業
所等災害時の帰宅困難者対策を行うこと
で、幅広い区民等の防災意識の向上につ
なげていく。 ア

災害時に地域における自己の役割を
把握し、行動すべき内容を理解してい
る区民の割合：89％

60.0% A A ｂ ― ―

㋑
校区等地域を越えた多様な
主体のネットワーク拡充の
支援

校区等地域を越えたまちづくりに関す
る活動が、地域活動協議会をはじめ
地域団体や市民、NPO、企業など
様々な活動主体の連携・協働により
進められていると感じている区民の割
合

H29年度まで
に

50％以上

【1－1】
　地域活動協議会を中心とした地域活動へ
の支援が行われた結果、新しい担い手の
参加によって地域が活性化され、積極的に
地域活動が進められているとともに、活動
内容や会計の情報が十分に区民に発信さ
れている。

ホームページや地域広報紙において地活
協の議決事項・事業計画・予算・決算書が
公開されている地域：平成28年度末までに
13/17地域
新たな参加者、担い手が増えたと感じられ
る地域：平成28年度までに9/17地域

　地域活動協議会を中心とした地域活動に
対して今まで地域活動に関わりの薄かった
若い人やマンション住民などの幅広い人達
が、地域活動に対する理解を深め、活動へ
の参画などを誘発する支援を区役所と地域
が連携して進めていく。
　特に開かれた組織運営や活動内容、会計
の情報公開・情報発信の重要性に着目した
支援を中心に実施し、団体の情報を広く発
信することで、地域住民への理解及び参画
に繋げていく。

ア

ホームページや地域広報紙において
地活協の議決事項・事業計画・予算・
決算書が公開されている地域数（議決
事項8/17、事業計画13/17
、予算12/17、決算書13/17）

新たな参加者、担い手が増えたと感じ
られる地域（8/17地域)

―

―

B

B

B ｂ

開かれた組織運営をめざして、全ての地域
活動協議会で地活協事務所での書類の開
示が用意されているが、更に広く情報発信
を行うためのホームページの開設や地域広
報紙の紙面の充実についてのボランティア
の負担感を訴える状況が見受けられる。結
果として若年層やマンション住民等の幅広
い層に対して、地域活動への理解を深めら
れない一因と考えられる。

広報紙やＨＰ、SNSなどを通じて地域活動
協議会の議決事項・事業計画や行事の予
定等が広く周知されることは、開かれた組
織運営はもとより、地域活動への新たな担
い手の参画の端緒ともなることや、広告収
入の獲得などにも繋がる等のメリットをしっ
かり伝え、今後も持続的に職員や地域づく
りアドバイザーの支援等を通じて、地域活
動協議会や地域活動の理解を深め、情報
を広く発信することをめざす。



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（東淀川区）

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針

項目 成果指標と目標値

㋑
校区等地域を越えた多様な
主体のネットワーク拡充の
支援

校区等地域を越えたまちづくりに関す
る活動が、地域活動協議会をはじめ
地域団体や市民、NPO、企業など
様々な活動主体の連携・協働により
進められていると感じている区民の割
合

H29年度まで
に

50％以上

○：有効
×：有効でないため見

直す

課題 改善策業績目標 撤退基準
前年度までの
実績

取組実績

業績目標の達成状況

平成28年度

具体的取組

計画 自己評価

戦略に対する
取組の有効性

　①：目標達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施し
なかった

　②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施
しなかった

　③：撤退基準未達成

取組内容

【2－1－3】
　平成27年4月より施行された生活困
窮者自立支援法に基づき自立相談支
援事業を本格実施し2年目となる。昨
年度構築したネットワークを活かし、区
役所内を含めた関係部署と連携、生
活困窮者が自立できるよう取組みを進
める。
庁内・庁外のネットワーク会議の開催
年3回以上。

生活困窮者の自立支援にむけて、関
係部署での連携が取れていると感じる
職員の割合：80％以上

左記目標が50％以下の場合、事業の
再構築を行う。

生活困窮者の自立支援にむけて、関
係部署での連携が取れていると感じる
職員の割合：82.1％（平成27年度）
相談件数　平成26年度 456件、平成
27年度 431件
第1回困サポ　平成28年3月10日
46名参加

相談件数　418件（平成28年度）
庁内・庁外におけるネットワークを構
築するための会議「東淀川区生活困
窮者サポートネット連絡会（困サポ）」
を次のとおり区民ホールで実施
第2回困サポ　平成28年７月27日
81名参加
第3回困サポ　平成28年12月2日　125
名参加
第4回困サポ　平成29年２月23日
66名参加

生活困窮者の自立支援にむけて、関
係部署での連携が取れていると感じる
職員の割合93.2%

①(i) ○ ― ―

【3－4－5】
・地域住民等が校庭等を芝生化させる
ことにより、子どもが緑のもとで遊べる
環境をつくり、その活動を通じて、地域
のコミュニケーションを活性化させ、地
域づくりの実現をめざす。
・平成28年度は、新規施工予定1校の
芝生化実行委員会に対する施工経費
の補助（補助率100％）、及び平成26
年度・27年度施工の4校の芝生化実行
委員会に対する維持管理経費の補助
（補助率1/2）、並びに同4校の専門性
を有する維持管理作業の技術指導
（年間７回程度）の業務委託を行う。

校庭等を芝生化する活動を通じて、地
域のコミュニケーションが活性化され
たと感じている地域住民の割合が
60％以上

左記目標が60％未満の場合、事業再
構築を行う。

平成26年度実績　3校で芝生化
平成27年度実績　1校で芝生化

・今年度、新規施工1校の補助実施
（補助率100％）
・平成26年度・27年度施工の4校に対
する維持管理経費の補助（補助率
1/2）、並びに同4校の専門性を有する
維持管理作業の技術指導（年間７回
程度）の業務委託契約実施

区民アンケートにより、校庭等を芝生
化する活動を通じて、地域のコミュニ
ケーションが活性化されたと感じてい
る地域住民の割合65％

①(i) ○ ― ―

【4－1－3】
　隣接する淀川区と連携し、新大阪駅
及び周辺事業における帰宅困難者対
策計画を策定し、新大阪駅周辺帰宅
困難者対策協議会設置のための準備
会を実施する。
新大阪駅周辺帰宅困難者対策協議会
設置のための準備会　３回実施

新大阪駅周辺帰宅困難者対策協議会
設置のための準備会に参加した企業
が協議会を必要と考える割合：60％

左記目標が40%未満の場合、事業の
再構築を行う。

・防災をテーマとした企業・事業所アン
ケートの実施（25年度）
・新大阪駅における帰宅困難者数・一
時滞留場所の調査（26年度）
・「新大阪駅周辺防災計画」素案策定
（27年度）
・新大阪駅周辺帰宅困難者対策協議
会設置のためのWG、学習会、図上訓
練（27年度）

・新大阪駅周辺帰宅困難者対策協議
会設置のためのＷＧ ３回(約30社参
加）
・新大阪駅周辺帰宅困難者対策協議
会設置のための準備会１回（２月）
・新大阪駅周辺帰宅困難者対策にか
かる学習会　１回　（約70人）
･新大阪駅周辺帰宅困難者対策にか
かる防災訓練　1回（14社）
　コンセプト：とどまる・ともに働く・地域
で保護する・無事に帰す
・新大阪駅周辺帰宅困難者対策協議
会設置

新大阪駅周辺帰宅困難者対策協議会
設置のための準備会に参加した企業
が協議会を必要と考える割合：100％

①(i) ○ ― ―

【1－1－4】
区内の地域、企業、教育機関、行政が
様々な活動を通じて連携を深めること
で、日常から協力し合える仕組みを構
築し、地域力の向上を図っていく。
・東淀川区民まつりの実施
・区内の様々な活動主体の異文化交
流の場づくり（年１回）
・各種団体講座、地域公共人材育成
事業（We Love東淀川等）
・東淀川区ＢＣＰ運営委員会の開催（２
回）
・大学をはじめとする学校機関との連
携

※BCP（事業継続計画）とは、企業が
災害や事故などで被害を受けても重
要業務を（なるべく）継続させ、中断し
てもできるだけ早く復旧させること。東
淀川区では災害時だけでなく日常から
様々な面で連携を図ることをめざして
いく。

地域のまちづくりに関する活動が、地
域、企業、教育機関、行政等様々な活
動主体の連携によって進められてい
ると感じる割合（参加者アンケート）：
50%

左記目標が30％以下の場合、事業の
再構築を行う。

・実行委員会を中心に区民まつりを開
催。（協賛・協力　52団体、21企業）
・企業魅力発見事業として「東淀川の
ものづくり」を開催。　（協力企業15　来
場者126人）
・各種団体講座、地域公共人材育成
事業（We Love東淀川等）を実施。
・区ＢＣＰ運営委員会3回（2回以上参
加13団体、1回参加22団体）

・実行委員会を中心に区民まつりを開
催。(協賛・協力　60団体、22企業)
・地域・企業・教育機関・行政の繋がり
づくりを行う場として「異次元交流ライ
ブ」の開催(３月)
・新しい担い手の発掘や参加者同士
の繋がりづくりを行う場として「WeLove
東淀川」の開催(８回実施)
・東淀川区BCP運営会議を実施(１回)
・企業・学生等参加の講演会「〝なん
かおもろい”まち東淀川」（11月）
・大学と地域・企業の連携による新た
な地域との関わり（５件）
・大学と区役所の連携事業「オリジナ
ル婚姻届」「がん検診啓発ポスター」
「避難所でのコミュニケーションボード」
「“なんかおもろい”まち東淀川」

地域のまちづくりに関する活動が、地
域、企業、教育機関、行政等様々な活
動主体の連携によって進められてい
ると感じる割合 78％

①(ii) ○ ― ―



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（東淀川区）

個別 全体

ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

　a：順調
　b：順調でない

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針
平成28年度

めざす成果および戦略

項目 成果指標と目標値

計画 自己評価

めざす状態 アウトカム 戦略

戦略のアウトカムに
対する有効性

アウトカムの達成状況
前年度 　A：順調

　B：順調でない

戦略の
進捗状況

課題
今後の対応方向

・
改善策

地域資源の循環

広報紙やＨＰ、SNSなどを通じて地域活動
協議会の議決事項・事業計画や行事の予
定等が広く周知されることは、開かれた組
織運営はもとより、地域活動への新たな担
い手の参画の端緒ともなることや、広告収
入の獲得などにも繋がる等のメリットをしっ
かり伝え、今後も持続的に職員や地域づく
りアドバイザーの支援等を通じて、地域活
動協議会や地域活動の理解を深め、情報
を広く発信することをめざす。

ホームページや地域広報紙において
地活協の議決事項・事業計画・予算・
決算書が公開されている地域数（議決
事項8/17、事業計画13/17
、予算12/17、決算書13/17）

新たな参加者、担い手が増えたと感じ
られる地域（8/17地域)

―

―

B

B

B ｂ

開かれた組織運営をめざして、全ての地域
活動協議会で地活協事務所での書類の開
示が用意されているが、更に広く情報発信
を行うためのホームページの開設や地域広
報紙の紙面の充実についてのボランティア
の負担感を訴える状況が見受けられる。結
果として若年層やマンション住民等の幅広
い層に対して、地域活動への理解を深めら
れない一因と考えられる。

　地域活動協議会を中心とした地域活動に
対して今まで地域活動に関わりの薄かった
若い人やマンション住民などの幅広い人達
が、地域活動に対する理解を深め、活動へ
の参画などを誘発する支援を区役所と地域
が連携して進めていく。
　特に開かれた組織運営や活動内容、会計
の情報公開・情報発信の重要性に着目した
支援を中心に実施し、団体の情報を広く発
信することで、地域住民への理解及び参画
に繋げていく。

ア

（３）

㋐
地域資源が活用されやす
い仕組みづくり

ホームページや地域広報紙において地活
協の議決事項・事業計画・予算・決算書が
公開されている地域：平成28年度末までに
13/17地域
新たな参加者、担い手が増えたと感じられ
る地域：平成28年度までに9/17地域

平成27年度中に地域資源に関する情
報が得られる仕組みを立ち上げる。

―

【1－1】
　地域活動協議会を中心とした地域活動へ
の支援が行われた結果、新しい担い手の
参加によって地域が活性化され、積極的に
地域活動が進められているとともに、活動
内容や会計の情報が十分に区民に発信さ
れている。



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（東淀川区）

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針

項目 成果指標と目標値

地域資源の循環（３）

㋐
地域資源が活用されやす
い仕組みづくり

平成27年度中に地域資源に関する情
報が得られる仕組みを立ち上げる。

―

○：有効
×：有効でないため見

直す

課題 改善策業績目標 撤退基準
前年度までの
実績

取組実績

業績目標の達成状況

平成28年度

具体的取組

計画 自己評価

戦略に対する
取組の有効性

　①：目標達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施し
なかった

　②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施
しなかった

　③：撤退基準未達成

取組内容

【1－1－2】
　まちづくりに関心のある区民の交流
会を２か月に１回程度開催し、地域活
動協議会で活動している区民と、関心
はあるが参加できていない区民の交
流を図り、新しい担い手の育成・発掘
を行う。また、地域活動協議会単位
で、希望により、セミナーやワーク
ショップを開催することで、新しい担い
手を育成・発掘し、セミナーやワーク
ショップの参加にとどまらず、実行に移
すことが出来るスタートアップ支援とし
ての「社会的課題解決に向けた区民
提案事業」への参加に繋げ、課題に
対する自発的で新しい取組に対する
意識を高める。

「社会的課題解決に向けた区民提案
事業」で行う交流会のアンケートで「地
域活動に参加したいと思う」と答えた
参加者の割合：80％

左記目標が50％以下の場合、事業の
再構築を行う。

平成25年度　連続講座（法人化講座・
会計研修会・話し方講座・編集講座）
区ホームページ上での補助金実績の
公表
平成26年度　地域公共人材事業（大
学生とのワークショップ・イベントプロ
デューサー養成講座・各種団体講座・
ファシリテーション・話し方講座）
社会的課題に向けた区民提案型委託
事業（3件）
平成27年度　地域公共人材育成事業
（ファシリテーション講座・話し方講座・
まちづくり講座・まちの居場所づくり講
座・対話の場のつくり方講座・広報誌
の作り方講座・まちづくり統計講座・人
間関係トレーニング・講演会・Ｗｅ　Ｌｏ
ｖｅ東淀川）
社会的課題に向けた区民提案型委託
事業（２回３件）

・社会的課題に向けた区民提案型委
託事業２件（新庄ボランティア掘り起こ
し事業・淡路朝ごはん事業)
・新しい担い手の発掘や参加者同士
の繋がりづくりを行う場として「WeLove
東淀川」の開催(８回実施)
・「（仮）東淀川区魅力発信プロジェク
ト」の立ち上げ

「社会的課題解決に向けた区民提案
事業」で行う交流会のアンケートで「地
域活動に参加したいと思う」と答えた
参加者の割合：88.7％(55/62人）

①(i) ○ ― ―

地域活動協議会がどんな目的でどん
な活動をしているか、また会計につい
ても透明性のある処理を行っているこ
とを広く知ってもらうことが、これまで関
わりの薄かった住民の参画を促すた
めに重要であることの周知。特に認識
が低い地活協へは職員や地域づくり
アドバイザーによる直接支援を行うほ
か、地域活動協議会連絡会議や、各
種講座等を通じ、地域活動協議会に
対して継続的、持続的にうったえてい
き、地域実情把握と地域ごとのきめ細
かい支援について力を入れていく。

【1－1－4】
区内の地域、企業、教育機関、行政が
様々な活動を通じて連携を深めること
で、日常から協力し合える仕組みを構
築し、地域力の向上を図っていく。
・東淀川区民まつりの実施
・区内の様々な活動主体の異文化交
流の場づくり（年１回）
・各種団体講座、地域公共人材育成
事業（We Love東淀川等）
・東淀川区ＢＣＰ運営委員会の開催（２
回）
・大学をはじめとする学校機関との連
携

※BCP（事業継続計画）とは、企業が
災害や事故などで被害を受けても重
要業務を（なるべく）継続させ、中断し
てもできるだけ早く復旧させること。東
淀川区では災害時だけでなく日常から
様々な面で連携を図ることをめざして
いく。

地域のまちづくりに関する活動が、地
域、企業、教育機関、行政等様々な活
動主体の連携によって進められてい
ると感じる割合（参加者アンケート）：
50%

左記目標が30％以下の場合、事業の
再構築を行う。

・実行委員会を中心に区民まつりを開
催。（協賛・協力　52団体、21企業）
・企業魅力発見事業として「東淀川の
ものづくり」を開催。　（協力企業15　来
場者126人）
・各種団体講座、地域公共人材育成
事業（We Love東淀川等）を実施。
・区ＢＣＰ運営委員会3回（2回以上参
加13団体、1回参加22団体）

・実行委員会を中心に区民まつりを開
催。(協賛・協力　60団体、22企業)
・地域・企業・教育機関・行政の繋がり
づくりを行う場として「異次元交流ライ
ブ」の開催(３月)
・新しい担い手の発掘や参加者同士
の繋がりづくりを行う場として「WeLove
東淀川」の開催(８回実施)
・東淀川区BCP運営会議を実施(１回)
・企業・学生等参加の講演会「〝なん
かおもろい”まち東淀川」（11月）
・大学と地域・企業の連携による新た
な地域との関わり（５件）
・大学と区役所の連携事業「オリジナ
ル婚姻届」「がん検診啓発ポスター」
「避難所でのコミュニケーションボード」
「“なんかおもろい”まち東淀川」

地域のまちづくりに関する活動が、地
域、企業、教育機関、行政等様々な活
動主体の連携によって進められてい
ると感じる割合 78％

①(ii) ○ ― ―

【1－1－1】
　地域活動協議会を中心とした各種の
地域活動に対して財政的支援などを
行うとともに、まちづくり活動の経験が
あり高度な専門的な知識を有する地
域づくりアドバイザー（嘱託職員）によ
る、きめ細かい相談業務、アドバイス
の結果、必要と感じた研修、講演を開
催する。
 地域活動協議会と連携して、地域活
動協議会の活動に参加していない住
民や団体、区外からの転入者に対し
て区広報紙やホームページ、ツイッ
ターを始め様々な媒体を活用し、活動
への参加を呼び掛ける。
　地域活動協議会などに対して支援
が行えるよう、地域のニーズを確認す
るとともに、ＣＢ・ＳＢの助言・指導、ＮＰ
Ｏ等法人化に向けた申請手続の助言
など地域のサポートを行う。

　地域活動協議会の活動内容や会計
の情報公開の重要性を認識し、実践し
ていると答えた地域活動協議会　17地
域中17地域
　新たな参加者、担い手を増やす取組
をしている地域活動協議会　17地域中
17地域

左記目標が９地域以下の場合、事業
の再構築を行う。

平成24年度　全17地域で地域活動協
議会結成
平成25年度　地域活動協議会補助金
等に関する意見交換会（全17地域）、
連続講座（法人化講座・会計研修会・
話し方講座・編集講座）
平成26年度　地域活動協議会会計勉
強会（全17地域、会計処理・監事の役
割）、区広報紙に各地域活動協議会
の活動を紹介（「１７地活協プレス」）
平成27年度　地域づくりアドバイザー
を中心に、補助金に係る中間決算の
実施（会計の透明性の確保）、区広報
紙に各地域活動協議会の活動を紹介
（「１７地活協プレス」）、各地域活動協
議会が発行する広報紙やチラシを配
架できるように、区役所庁舎内（２か
所）にラックを設置した。

・地域活動協議会連絡会議による組
織運営情報共有（12回）
・各地域ＨＰやツイッターによる情報発
信
・広報紙による地域活動協議会活動
紹介（17地域＋特集号）
・地域づくりアドバイザーによる地域へ
のサポート
・広報勉強会（17地域）・防災勉強会
（17地域)
・地域づくりアドバイザーによる講座の
実施(計23回)

・地域活動協議会の活動内容や会計
の情報公開の重要性を認識し、実践し
ていると答えた地域活動協議会
（14/17地域)
・新たな参加者、担い手を増やす取組
をしている地域活動協議会
（17/17地域)

②(i) ○

開かれた組織運営に係る情報公開に
ついての重要性を認識していない地
域活動協議会があり、新たな担い手
や多くの住民等と協働した地域づくり
に発展していかない危惧がある。



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（東淀川区）

個別 全体

ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

　a：順調
　b：順調でない

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針
平成28年度

めざす成果および戦略

項目 成果指標と目標値

計画 自己評価

めざす状態 アウトカム 戦略

戦略のアウトカムに
対する有効性

アウトカムの達成状況
前年度 　A：順調

　B：順調でない

戦略の
進捗状況

課題
今後の対応方向

・
改善策

　地域活動協議会を中心とした地域活動に
対して今まで地域活動に関わりの薄かった
若い人やマンション住民などの幅広い人達
が、地域活動に対する理解を深め、活動へ
の参画などを誘発する支援を区役所と地域
が連携して進めていく。
　特に開かれた組織運営や活動内容、会計
の情報公開・情報発信の重要性に着目した
支援を中心に実施し、団体の情報を広く発
信することで、地域住民への理解及び参画
に繋げていく。

ア

ホームページや地域広報紙において
地活協の議決事項・事業計画・予算・
決算書が公開されている地域数（議決
事項8/17、事業計画13/17
、予算12/17、決算書13/17）

新たな参加者、担い手が増えたと感じ
られる地域（8/17地域)

―

―

B

B

B

　地域活動協議会を中心とした地域活動に
対して今まで地域活動に関わりの薄かった
若い人やマンション住民などの幅広い人達
が、地域活動に対する理解を深め、活動へ
の参画などを誘発する支援を区役所と地域
が連携して進めていく。
　特に開かれた組織運営や活動内容、会計
の情報公開・情報発信の重要性に着目した
支援を中心に実施し、団体の情報を広く発
信することで、地域住民への理解及び参画
に繋げていく。

ア

ホームページや地域広報紙において
地活協の議決事項・事業計画・予算・
決算書が公開されている地域数（議決
事項8/17、事業計画13/17
、予算12/17、決算書13/17）

新たな参加者、担い手が増えたと感じ
られる地域（8/17地域)

―

―

B

B

B㋒
本市事務事業の社会的ビ
ジネス化の推進

社会的ビジネス効果が見込まれる事
務事業件数

H29年度まで
に

１件以上

【1－1】
　地域活動協議会を中心とした地域活動へ
の支援が行われた結果、新しい担い手の
参加によって地域が活性化され、積極的に
地域活動が進められているとともに、活動
内容や会計の情報が十分に区民に発信さ
れている。

ホームページや地域広報紙において地活
協の議決事項・事業計画・予算・決算書が
公開されている地域：平成28年度末までに
13/17地域
新たな参加者、担い手が増えたと感じられ
る地域：平成28年度までに9/17地域

地域社会における課題の解決やニー
ズへの対応に向け住民が新たに取り
組む継続的な活動（コミュニティ・ビジ
ネス、ソーシャル・ビジネス）が創出さ
れた件数

H29年度まで
に

１件以上

【1－1】
　地域活動協議会を中心とした地域活動へ
の支援が行われた結果、新しい担い手の
参加によって地域が活性化され、積極的に
地域活動が進められているとともに、活動
内容や会計の情報が十分に区民に発信さ
れている。

ホームページや地域広報紙において地活
協の議決事項・事業計画・予算・決算書が
公開されている地域：平成28年度末までに
13/17地域
新たな参加者、担い手が増えたと感じられ
る地域：平成28年度までに9/17地域

ｂ

開かれた組織運営をめざして、全ての地域
活動協議会で地活協事務所での書類の開
示が用意されているが、更に広く情報発信
を行うためのホームページの開設や地域広
報紙の紙面の充実についてのボランティア
の負担感を訴える状況が見受けられる。結
果として若年層やマンション住民等の幅広
い層に対して、地域活動への理解を深めら
れない一因と考えられる。

広報紙やＨＰ、SNSなどを通じて地域活動
協議会の議決事項・事業計画や行事の予
定等が広く周知されることは、開かれた組
織運営はもとより、地域活動への新たな担
い手の参画の端緒ともなることや、広告収
入の獲得などにも繋がる等のメリットをしっ
かり伝え、今後も持続的に職員や地域づく
りアドバイザーの支援等を通じて、地域活
動協議会や地域活動の理解を深め、情報
を広く発信することをめざす。

ｂ

開かれた組織運営をめざして、全ての地域
活動協議会で地活協事務所での書類の開
示が用意されているが、更に広く情報発信
を行うためのホームページの開設や地域広
報紙の紙面の充実についてのボランティア
の負担感を訴える状況が見受けられる。結
果として若年層やマンション住民等の幅広
い層に対して、地域活動への理解を深めら
れない一因と考えられる。

広報紙やＨＰ、SNSなどを通じて地域活動
協議会の議決事項・事業計画や行事の予
定等が広く周知されることは、開かれた組
織運営はもとより、地域活動への新たな担
い手の参画の端緒ともなることや、広告収
入の獲得などにも繋がる等のメリットをしっ
かり伝え、今後も持続的に職員や地域づく
りアドバイザーの支援等を通じて、地域活
動協議会や地域活動の理解を深め、情報
を広く発信することをめざす。

㋑
地域資源の循環による継
続的な地域活動の促進



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（東淀川区）

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針

項目 成果指標と目標値

㋒
本市事務事業の社会的ビ
ジネス化の推進

社会的ビジネス効果が見込まれる事
務事業件数

H29年度まで
に

１件以上

地域社会における課題の解決やニー
ズへの対応に向け住民が新たに取り
組む継続的な活動（コミュニティ・ビジ
ネス、ソーシャル・ビジネス）が創出さ
れた件数

H29年度まで
に

１件以上
㋑
地域資源の循環による継
続的な地域活動の促進

○：有効
×：有効でないため見

直す

課題 改善策業績目標 撤退基準
前年度までの
実績

取組実績

業績目標の達成状況

平成28年度

具体的取組

計画 自己評価

戦略に対する
取組の有効性

　①：目標達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施し
なかった

　②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施
しなかった

　③：撤退基準未達成

取組内容

【1－1－2】
　まちづくりに関心のある区民の交流
会を２か月に１回程度開催し、地域活
動協議会で活動している区民と、関心
はあるが参加できていない区民の交
流を図り、新しい担い手の育成・発掘
を行う。また、地域活動協議会単位
で、希望により、セミナーやワーク
ショップを開催することで、新しい担い
手を育成・発掘し、セミナーやワーク
ショップの参加にとどまらず、実行に移
すことが出来るスタートアップ支援とし
ての「社会的課題解決に向けた区民
提案事業」への参加に繋げ、課題に
対する自発的で新しい取組に対する
意識を高める。

「社会的課題解決に向けた区民提案
事業」で行う交流会のアンケートで「地
域活動に参加したいと思う」と答えた
参加者の割合：80％

左記目標が50％以下の場合、事業の
再構築を行う。

平成25年度　連続講座（法人化講座・
会計研修会・話し方講座・編集講座）
区ホームページ上での補助金実績の
公表
平成26年度　地域公共人材事業（大
学生とのワークショップ・イベントプロ
デューサー養成講座・各種団体講座・
ファシリテーション・話し方講座）
社会的課題に向けた区民提案型委託
事業（3件）
平成27年度　地域公共人材育成事業
（ファシリテーション講座・話し方講座・
まちづくり講座・まちの居場所づくり講
座・対話の場のつくり方講座・広報誌
の作り方講座・まちづくり統計講座・人
間関係トレーニング・講演会・Ｗｅ　Ｌｏ
ｖｅ東淀川）
社会的課題に向けた区民提案型委託
事業（２回３件）

・社会的課題に向けた区民提案型委
託事業２件（新庄ボランティア掘り起こ
し事業・淡路朝ごはん事業)
・新しい担い手の発掘や参加者同士
の繋がりづくりを行う場として「WeLove
東淀川」の開催(８回実施)
・「（仮）東淀川区魅力発信プロジェク
ト」の立ち上げ

「社会的課題解決に向けた区民提案
事業」で行う交流会のアンケートで「地
域活動に参加したいと思う」と答えた
参加者の割合：88.7％(55/62人）

①(i) ○ ― ―

【1－1－2】
　まちづくりに関心のある区民の交流
会を２か月に１回程度開催し、地域活
動協議会で活動している区民と、関心
はあるが参加できていない区民の交
流を図り、新しい担い手の育成・発掘
を行う。また、地域活動協議会単位
で、希望により、セミナーやワーク
ショップを開催することで、新しい担い
手を育成・発掘し、セミナーやワーク
ショップの参加にとどまらず、実行に移
すことが出来るスタートアップ支援とし
ての「社会的課題解決に向けた区民
提案事業」への参加に繋げ、課題に
対する自発的で新しい取組に対する
意識を高める。

「社会的課題解決に向けた区民提案
事業」で行う交流会のアンケートで「地
域活動に参加したいと思う」と答えた
参加者の割合：80％

左記目標が50％以下の場合、事業の
再構築を行う。

平成25年度　連続講座（法人化講座・
会計研修会・話し方講座・編集講座）
区ホームページ上での補助金実績の
公表
平成26年度　地域公共人材事業（大
学生とのワークショップ・イベントプロ
デューサー養成講座・各種団体講座・
ファシリテーション・話し方講座）
社会的課題に向けた区民提案型委託
事業（3件）
平成27年度　地域公共人材育成事業
（ファシリテーション講座・話し方講座・
まちづくり講座・まちの居場所づくり講
座・対話の場のつくり方講座・広報誌
の作り方講座・まちづくり統計講座・人
間関係トレーニング・講演会・Ｗｅ　Ｌｏ
ｖｅ東淀川）
社会的課題に向けた区民提案型委託
事業（２回３件）

・社会的課題に向けた区民提案型委
託事業２件（新庄ボランティア掘り起こ
し事業・淡路朝ごはん事業)
・新しい担い手の発掘や参加者同士
の繋がりづくりを行う場として「WeLove
東淀川」の開催(８回実施)
・「（仮）東淀川区魅力発信プロジェク
ト」の立ち上げ

「社会的課題解決に向けた区民提案
事業」で行う交流会のアンケートで「地
域活動に参加したいと思う」と答えた
参加者の割合：88.7％(55/62人）

①(i) ○ ― ―

地域活動協議会がどんな目的でどん
な活動をしているか、また会計につい
ても透明性のある処理を行っているこ
とを広く知ってもらうことが、これまで関
わりの薄かった住民の参画を促すた
めに重要であることの周知。特に認識
が低い地活協へは職員や地域づくり
アドバイザーによる直接支援を行うほ
か、地域活動協議会連絡会議や、各
種講座等を通じ、地域活動協議会に
対して継続的、持続的にうったえてい
き、地域実情把握と地域ごとのきめ細
かい支援について力を入れていく。

【1－1－1】
　地域活動協議会を中心とした各種の
地域活動に対して財政的支援などを
行うとともに、まちづくり活動の経験が
あり高度な専門的な知識を有する地
域づくりアドバイザー（嘱託職員）によ
る、きめ細かい相談業務、アドバイス
の結果、必要と感じた研修、講演を開
催する。
 地域活動協議会と連携して、地域活
動協議会の活動に参加していない住
民や団体、区外からの転入者に対し
て区広報紙やホームページ、ツイッ
ターを始め様々な媒体を活用し、活動
への参加を呼び掛ける。
　地域活動協議会などに対して支援
が行えるよう、地域のニーズを確認す
るとともに、ＣＢ・ＳＢの助言・指導、ＮＰ
Ｏ等法人化に向けた申請手続の助言
など地域のサポートを行う。

　地域活動協議会の活動内容や会計
の情報公開の重要性を認識し、実践し
ていると答えた地域活動協議会　17地
域中17地域
　新たな参加者、担い手を増やす取組
をしている地域活動協議会　17地域中
17地域

左記目標が９地域以下の場合、事業
の再構築を行う。

平成24年度　全17地域で地域活動協
議会結成
平成25年度　地域活動協議会補助金
等に関する意見交換会（全17地域）、
連続講座（法人化講座・会計研修会・
話し方講座・編集講座）
平成26年度　地域活動協議会会計勉
強会（全17地域、会計処理・監事の役
割）、区広報紙に各地域活動協議会
の活動を紹介（「１７地活協プレス」）
平成27年度　地域づくりアドバイザー
を中心に、補助金に係る中間決算の
実施（会計の透明性の確保）、区広報
紙に各地域活動協議会の活動を紹介
（「１７地活協プレス」）、各地域活動協
議会が発行する広報紙やチラシを配
架できるように、区役所庁舎内（２か
所）にラックを設置した。

・地域活動協議会連絡会議による組
織運営情報共有（12回）
・各地域ＨＰやツイッターによる情報発
信
・広報紙による地域活動協議会活動
紹介（17地域＋特集号）
・地域づくりアドバイザーによる地域へ
のサポート
・広報勉強会（17地域）・防災勉強会
（17地域)
・地域づくりアドバイザーによる講座の
実施(計23回)

・地域活動協議会の活動内容や会計
の情報公開の重要性を認識し、実践し
ていると答えた地域活動協議会
（14/17地域)
・新たな参加者、担い手を増やす取組
をしている地域活動協議会
（17/17地域)

②(i) ○

開かれた組織運営に係る情報公開に
ついての重要性を認識していない地
域活動協議会があり、新たな担い手
や多くの住民等と協働した地域づくり
に発展していかない危惧がある。

地域活動協議会がどんな目的でどん
な活動をしているか、また会計につい
ても透明性のある処理を行っているこ
とを広く知ってもらうことが、これまで関
わりの薄かった住民の参画を促すた
めに重要であることの周知。特に認識
が低い地活協へは職員や地域づくり
アドバイザーによる直接支援を行うほ
か、地域活動協議会連絡会議や、各
種講座等を通じ、地域活動協議会に
対して継続的、持続的にうったえてい
き、地域実情把握と地域ごとのきめ細
かい支援について力を入れていく。

【1－1－1】
　地域活動協議会を中心とした各種の
地域活動に対して財政的支援などを
行うとともに、まちづくり活動の経験が
あり高度な専門的な知識を有する地
域づくりアドバイザー（嘱託職員）によ
る、きめ細かい相談業務、アドバイス
の結果、必要と感じた研修、講演を開
催する。
 地域活動協議会と連携して、地域活
動協議会の活動に参加していない住
民や団体、区外からの転入者に対し
て区広報紙やホームページ、ツイッ
ターを始め様々な媒体を活用し、活動
への参加を呼び掛ける。
　地域活動協議会などに対して支援
が行えるよう、地域のニーズを確認す
るとともに、ＣＢ・ＳＢの助言・指導、ＮＰ
Ｏ等法人化に向けた申請手続の助言
など地域のサポートを行う。

　地域活動協議会の活動内容や会計
の情報公開の重要性を認識し、実践し
ていると答えた地域活動協議会　17地
域中17地域
　新たな参加者、担い手を増やす取組
をしている地域活動協議会　17地域中
17地域

左記目標が９地域以下の場合、事業
の再構築を行う。

平成24年度　全17地域で地域活動協
議会結成
平成25年度　地域活動協議会補助金
等に関する意見交換会（全17地域）、
連続講座（法人化講座・会計研修会・
話し方講座・編集講座）
平成26年度　地域活動協議会会計勉
強会（全17地域、会計処理・監事の役
割）、区広報紙に各地域活動協議会
の活動を紹介（「１７地活協プレス」）
平成27年度　地域づくりアドバイザー
を中心に、補助金に係る中間決算の
実施（会計の透明性の確保）、区広報
紙に各地域活動協議会の活動を紹介
（「１７地活協プレス」）、各地域活動協
議会が発行する広報紙やチラシを配
架できるように、区役所庁舎内（２か
所）にラックを設置した。

・地域活動協議会連絡会議による組
織運営情報共有（12回）
・各地域ＨＰやツイッターによる情報発
信
・広報紙による地域活動協議会活動
紹介（17地域＋特集号）
・地域づくりアドバイザーによる地域へ
のサポート
・広報勉強会（17地域）・防災勉強会
（17地域)
・地域づくりアドバイザーによる講座の
実施(計23回)

・地域活動協議会の活動内容や会計
の情報公開の重要性を認識し、実践し
ていると答えた地域活動協議会
（14/17地域)
・新たな参加者、担い手を増やす取組
をしている地域活動協議会
（17/17地域)

②(i) ○

開かれた組織運営に係る情報公開に
ついての重要性を認識していない地
域活動協議会があり、新たな担い手
や多くの住民等と協働した地域づくり
に発展していかない危惧がある。



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（東淀川区）

個別 全体

ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

　a：順調
　b：順調でない

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針
平成28年度

めざす成果および戦略

項目 成果指標と目標値

計画 自己評価

めざす状態 アウトカム 戦略

戦略のアウトカムに
対する有効性

アウトカムの達成状況
前年度 　A：順調

　B：順調でない

戦略の
進捗状況

課題
今後の対応方向

・
改善策

地域公共人材の充実と中間支援組織の活用

㋐
地域公共人材の充実と活
用の促進

地域の活動において、ファシリテー
ション能力やコーディネート力などを
もった人材が活躍していると感じてい
る区民の割合

H29年度まで
に

50％以上

【1－1】
　地域活動協議会を中心とした地域活動へ
の支援が行われた結果、新しい担い手の
参加によって地域が活性化され、積極的に
地域活動が進められているとともに、活動
内容や会計の情報が十分に区民に発信さ
れている。

ホームページや地域広報紙において地活
協の議決事項・事業計画・予算・決算書が
公開されている地域：平成28年度末までに
13/17地域
新たな参加者、担い手が増えたと感じられ
る地域：平成28年度までに9/17地域

　地域活動協議会を中心とした地域活動に
対して今まで地域活動に関わりの薄かった
若い人やマンション住民などの幅広い人達
が、地域活動に対する理解を深め、活動へ
の参画などを誘発する支援を区役所と地域
が連携して進めていく。
　特に開かれた組織運営や活動内容、会計
の情報公開・情報発信の重要性に着目した
支援を中心に実施し、団体の情報を広く発
信することで、地域住民への理解及び参画
に繋げていく。

ア

ホームページや地域広報紙において
地活協の議決事項・事業計画・予算・
決算書が公開されている地域数（議決
事項8/17、事業計画13/17
、予算12/17、決算書13/17）

新たな参加者、担い手が増えたと感じ
られる地域（8/17地域)

―

―

B

B
B ｂ

開かれた組織運営をめざして、全ての地域
活動協議会で地活協事務所での書類の開
示が用意されているが、更に広く情報発信
を行うためのホームページの開設や地域広
報紙の紙面の充実についてのボランティア
の負担感を訴える状況が見受けられる。結
果として若年層やマンション住民等の幅広
い層に対して、地域活動への理解を深めら
れない一因と考えられる。

広報紙やＨＰ、SNSなどを通じて地域活動
協議会の議決事項・事業計画や行事の予
定等が広く周知されることは、開かれた組
織運営はもとより、地域活動への新たな担
い手の参画の端緒ともなることや、広告収
入の獲得などにも繋がる等のメリットをしっ
かり伝え、今後も持続的に職員や地域づく
りアドバイザーの支援等を通じて、地域活
動協議会や地域活動の理解を深め、情報
を広く発信することをめざす。

㋑ 中間支援組織の活用
多様な活動主体が課題やニーズに応
じて中間支援組織から支援を受けて
いると感じている活動主体の割合

H29年度まで
に

50％以上

【1－1】
　地域活動協議会を中心とした地域活動へ
の支援が行われた結果、新しい担い手の
参加によって地域が活性化され、積極的に
地域活動が進められているとともに、活動
内容や会計の情報が十分に区民に発信さ
れている。

ホームページや地域広報紙において地活
協の議決事項・事業計画・予算・決算書が
公開されている地域：平成28年度末までに
13/17地域
新たな参加者、担い手が増えたと感じられ
る地域：平成28年度までに9/17地域

　地域活動協議会を中心とした地域活動に
対して今まで地域活動に関わりの薄かった
若い人やマンション住民などの幅広い人達
が、地域活動に対する理解を深め、活動へ
の参画などを誘発する支援を区役所と地域
が連携して進めていく。
　特に開かれた組織運営や活動内容、会計
の情報公開・情報発信の重要性に着目した
支援を中心に実施し、団体の情報を広く発
信することで、地域住民への理解及び参画
に繋げていく。

ア

ホームページや地域広報紙において
地活協の議決事項・事業計画・予算・
決算書が公開されている地域数（議決
事項8/17、事業計画13/17
、予算12/17、決算書13/17）

新たな参加者、担い手が増えたと感じ
られる地域（8/17地域)

―

―

B

B
B ｂ

開かれた組織運営をめざして、全ての地域
活動協議会で地活協事務所での書類の開
示が用意されているが、更に広く情報発信
を行うためのホームページの開設や地域広
報紙の紙面の充実についてのボランティア
の負担感を訴える状況が見受けられる。結
果として若年層やマンション住民等の幅広
い層に対して、地域活動への理解を深めら
れない一因と考えられる。

広報紙やＨＰ、SNSなどを通じて地域活動
協議会の議決事項・事業計画や行事の予
定等が広く周知されることは、開かれた組
織運営はもとより、地域活動への新たな担
い手の参画の端緒ともなることや、広告収
入の獲得などにも繋がる等のメリットをしっ
かり伝え、今後も持続的に職員や地域づく
りアドバイザーの支援等を通じて、地域活
動協議会や地域活動の理解を深め、情報
を広く発信することをめざす。

（４）



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（東淀川区）

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針

項目 成果指標と目標値

地域公共人材の充実と中間支援組織の活用

㋐
地域公共人材の充実と活
用の促進

地域の活動において、ファシリテー
ション能力やコーディネート力などを
もった人材が活躍していると感じてい
る区民の割合

H29年度まで
に

50％以上

㋑ 中間支援組織の活用
多様な活動主体が課題やニーズに応
じて中間支援組織から支援を受けて
いると感じている活動主体の割合

H29年度まで
に

50％以上

（４）

○：有効
×：有効でないため見

直す

課題 改善策業績目標 撤退基準
前年度までの
実績

取組実績

業績目標の達成状況

平成28年度

具体的取組

計画 自己評価

戦略に対する
取組の有効性

　①：目標達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施し
なかった

　②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施
しなかった

　③：撤退基準未達成

取組内容

【1－1－2】
　まちづくりに関心のある区民の交流
会を２か月に１回程度開催し、地域活
動協議会で活動している区民と、関心
はあるが参加できていない区民の交
流を図り、新しい担い手の育成・発掘
を行う。また、地域活動協議会単位
で、希望により、セミナーやワーク
ショップを開催することで、新しい担い
手を育成・発掘し、セミナーやワーク
ショップの参加にとどまらず、実行に移
すことが出来るスタートアップ支援とし
ての「社会的課題解決に向けた区民
提案事業」への参加に繋げ、課題に
対する自発的で新しい取組に対する
意識を高める。

「社会的課題解決に向けた区民提案
事業」で行う交流会のアンケートで「地
域活動に参加したいと思う」と答えた
参加者の割合：80％

左記目標が50％以下の場合、事業の
再構築を行う。

平成25年度　連続講座（法人化講座・
会計研修会・話し方講座・編集講座）
区ホームページ上での補助金実績の
公表
平成26年度　地域公共人材事業（大
学生とのワークショップ・イベントプロ
デューサー養成講座・各種団体講座・
ファシリテーション・話し方講座）
社会的課題に向けた区民提案型委託
事業（3件）
平成27年度　地域公共人材育成事業
（ファシリテーション講座・話し方講座・
まちづくり講座・まちの居場所づくり講
座・対話の場のつくり方講座・広報誌
の作り方講座・まちづくり統計講座・人
間関係トレーニング・講演会・Ｗｅ　Ｌｏ
ｖｅ東淀川）
社会的課題に向けた区民提案型委託
事業（２回３件）

・社会的課題に向けた区民提案型委
託事業２件（新庄ボランティア掘り起こ
し事業・淡路朝ごはん事業)
・新しい担い手の発掘や参加者同士
の繋がりづくりを行う場として「WeLove
東淀川」の開催(８回実施)
・「（仮）東淀川区魅力発信プロジェク
ト」の立ち上げ

「社会的課題解決に向けた区民提案
事業」で行う交流会のアンケートで「地
域活動に参加したいと思う」と答えた
参加者の割合：88.7％(55/62人）

①(i) ○ ― ―

【1－1－1】
　地域活動協議会を中心とした各種の
地域活動に対して財政的支援などを
行うとともに、まちづくり活動の経験が
あり高度な専門的な知識を有する地
域づくりアドバイザー（嘱託職員）によ
る、きめ細かい相談業務、アドバイス
の結果、必要と感じた研修、講演を開
催する。
 地域活動協議会と連携して、地域活
動協議会の活動に参加していない住
民や団体、区外からの転入者に対し
て区広報紙やホームページ、ツイッ
ターを始め様々な媒体を活用し、活動
への参加を呼び掛ける。
　地域活動協議会などに対して支援
が行えるよう、地域のニーズを確認す
るとともに、ＣＢ・ＳＢの助言・指導、ＮＰ
Ｏ等法人化に向けた申請手続の助言
など地域のサポートを行う。

　地域活動協議会の活動内容や会計
の情報公開の重要性を認識し、実践し
ていると答えた地域活動協議会　17地
域中17地域
　新たな参加者、担い手を増やす取組
をしている地域活動協議会　17地域中
17地域

左記目標が９地域以下の場合、事業
の再構築を行う。

平成24年度　全17地域で地域活動協
議会結成
平成25年度　地域活動協議会補助金
等に関する意見交換会（全17地域）、
連続講座（法人化講座・会計研修会・
話し方講座・編集講座）
平成26年度　地域活動協議会会計勉
強会（全17地域、会計処理・監事の役
割）、区広報紙に各地域活動協議会
の活動を紹介（「１７地活協プレス」）
平成27年度　地域づくりアドバイザー
を中心に、補助金に係る中間決算の
実施（会計の透明性の確保）、区広報
紙に各地域活動協議会の活動を紹介
（「１７地活協プレス」）、各地域活動協
議会が発行する広報紙やチラシを配
架できるように、区役所庁舎内（２か
所）にラックを設置した。

・地域活動協議会連絡会議による組
織運営情報共有（12回）
・各地域ＨＰやツイッターによる情報発
信
・広報紙による地域活動協議会活動
紹介（17地域＋特集号）
・地域づくりアドバイザーによる地域へ
のサポート
・広報勉強会（17地域）・防災勉強会
（17地域)
・地域づくりアドバイザーによる講座の
実施(計23回)

・地域活動協議会の活動内容や会計
の情報公開の重要性を認識し、実践し
ていると答えた地域活動協議会
（14/17地域)
・新たな参加者、担い手を増やす取組
をしている地域活動協議会
（17/17地域)

②(i) ○

開かれた組織運営に係る情報公開に
ついての重要性を認識していない地
域活動協議会があり、新たな担い手
や多くの住民等と協働した地域づくり
に発展していかない危惧がある。

地域活動協議会がどんな目的でどん
な活動をしているか、また会計につい
ても透明性のある処理を行っているこ
とを広く知ってもらうことが、これまで関
わりの薄かった住民の参画を促すた
めに重要であることの周知。特に認識
が低い地活協へは職員や地域づくり
アドバイザーによる直接支援を行うほ
か、地域活動協議会連絡会議や、各
種講座等を通じ、地域活動協議会に
対して継続的、持続的にうったえてい
き、地域実情把握と地域ごとのきめ細
かい支援について力を入れていく。



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（東淀川区）

個別 全体

ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

　a：順調
　b：順調でない

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針
平成28年度

めざす成果および戦略

項目 成果指標と目標値

計画 自己評価

めざす状態 アウトカム 戦略

戦略のアウトカムに
対する有効性

アウトカムの達成状況
前年度 　A：順調

　B：順調でない

戦略の
進捗状況

課題
今後の対応方向

・
改善策

「自律した自治体型の区政運営」に向けて

区における住民主体の自治の実現

【3-4】
・区において、保護者・地域住民・校長等の
多様な意見・ニーズをくみとり、区政に反映
するための仕組みを構築し、分権型教育行
政への転換を進める。
・地域・ＮＰＯ・行政等の協働を通して、学校
を核とした住民主体の教育コミュニティ・生
涯学習社会を形成し、子どもが学力・学習
意欲・自尊感情などを高め、自立し社会を
生き抜く力を身に付けて、東淀川区の次世
代人材として成長できる状態をめざす。

保護者・地域住民等の多様な意見・ニーズ
をふまえた教育行政が実施されていると感
じる就学児童・生徒のいる世帯の割合：平
成29年度末までに60％以上

・保護者・区民等の参画のための会議や区
教育行政連絡会、各校の学校協議会の開
催を通じて、教育行政に対する保護者・地
域住民・校長等の多様な意見・ニーズをくみ
とる。
・地域住民等による校庭等の芝生化を支援
することで、子どもが緑のもとで遊べる環境
をつくるとともに、地域のコミュニケーション
を活性化させ、学校を核とした住民主体の
教育コミュニティ・生涯学習社会の実現をめ
ざす。

ア

就学児童・生徒のいる世帯の割合へ
のアンケートで、保護者・地域住民等
の多様な意見・ニーズをふまえた教育
行政が実施されていると感じると回答
した割合　62.5％

― A A a ― ―

15.7% ｂ

区政会議の強化により、昨年までに比べて
大幅に区民の意見を区政反映することがで
き、広報紙掲載やポスター作成等、情報発
信についても強化したが、意見が区政に反
映されているという区民の実感に届いてい
ない。更に広く効果的に区民に届けるよう
な情報発信が必要である。

区政会議をはじめとする各種会議等におい
て収集した区民ニーズや意見を区政に反映
した実績について、より効果的な情報発信
を検討・実施する。広報紙や広報板等だけ
でなくSNSによる発信強化や区政会議委員
を通じての情報発信などを行っていく。

H29年度まで
に

60％以上

【5-2】
多様な区民の意見やニーズを把握し、地域
の実情や特性に応じた必要な施策を区政
に反映するよう区役所が適切に対応できて
いる状態。

区役所が、区政運営について区民の意見
や要望を聞き反映するような工夫をしてい
ると感じている区民の割合：平成29年度末
までに60%

平成27年度に実施した区政会議の変革を
進め、より多様な区民の意見を把握し、必
要な意見を確実に区政に反映する。
他にも、区民モニターや市民の声、各種相
談窓口など区民の意見や相談の窓口機能
を充実させ、必要な機関に確実に情報共有
し、適切に対応できる状態を維持する。

ア

区役所が、区政運営について区民の
意見や要望を聞き反映するような工夫
をしていると感じている区民の割合：
16.0％

B B

2

（１）

㋐
多様な区民の意見やニー
ズの的確な把握と区政情
報の発信

区役所が、区政運営について区民の
意見や要望を反映していると思う区民
の割合



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（東淀川区）

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針

項目 成果指標と目標値

「自律した自治体型の区政運営」に向けて

区における住民主体の自治の実現

H29年度まで
に

60％以上

2

（１）

㋐
多様な区民の意見やニー
ズの的確な把握と区政情
報の発信

区役所が、区政運営について区民の
意見や要望を反映していると思う区民
の割合

○：有効
×：有効でないため見

直す

課題 改善策業績目標 撤退基準
前年度までの
実績

取組実績

業績目標の達成状況

平成28年度

具体的取組

計画 自己評価

戦略に対する
取組の有効性

　①：目標達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施し
なかった

　②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施
しなかった

　③：撤退基準未達成

取組内容

【3-4-2】
区長と区内の市立中学生との意見交
換の場である区中学生区政会議を年
1回開催する。

・区中学生区政会議の意見等を区政
に反映した事業・施策を2つ以上実
施。

左記目標が未達成の場合、事業の再
構築を行う。

平成26年度実績　区中学生区政会議
1回
平成27年度実績　区中学生区政会議
1回

中学生区政会議の開催：７月
学校内や次年度以降参加する生徒へ
の情報共有のための議事録保管用
ファイルを作成・配布

区中学生区政会議の意見等を区政に
反映した事業・施策：２
・防犯対策（防犯カメラの設置、安全安
心教室、巡回、自転車マナーの啓発）
・学校給食メニューの改善

①(i) ○ ― ―

【5-2-1】
区長の所管に属する施策事業につい
て区民等（区政会議委員）から立案段
階から意見を把握し適宜これを反映さ
せるとともに、実績及び成果の評価に
かかる意見を聞くことで、地域の特性
やニーズに応じた区民協働型の区政
運営の実現をめざす。
　平成27年10月より区政会議委員を
倍増、部会を細分化し、勉強会も取り
入れるなど、多様な区民がより積極的
かつ専門的に区政運営に参画し、必
要な意見を確実に区政に反映する仕
組みづくりを行っていく。
　・本会開催　3回
　・各部会開催　各3回
　・各部会勉強会開催　随時

区政会議の意見等を区政に反映した
事業・施策を2つ以上実施。

左記目標が未達成の場合、事業の再
構築を行う

平成25年度　本会2回
平成26年度　本会4回　部会7回
平成27年度　本会3回　部会7回　意
見交換会（公開）2回　学習会など8回

平成28年度　本会3回　部会20回　学
習会32回　議長・副議長会2回　（※同
日開催含む）
非常に多数の区政会議部会・学習会
を開催し多くの意見をいただいた。各
専門部会の運営を各担当課が行うこ
とで直接担当業務に反映しやすくして
いるほか、全会議の意見を整理してま
とめ、わかりやすく共有したり、本会で
各部会から内容報告を行うことで意見
をより明確化する仕組みづくりを行っ
た。更に職員間ダイアログで施策化に
ついて検討する場を設けるなど、区政
会議意見を運営方針に反映しやすくす
る運営をめざした。

区政会議の意見等を平成29年度運営
方針に反映した事業・施策58項目中
20項目
※「魅力発信ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」「複合課題を抱
えた世帯への支援」「こどもの居場所」
「女性・子どもを狙った犯罪抑止の取り
組み」等、項目の新設や取組内容へ
の反映分のみ。目標値等の変更は含
まない。 ①(i) ○ ― ―

【5-2-2】
　区民モニターを活用し、様々な世代
の区民の方の意見を収集し、区が必
要としている基礎データの把握に努め
るとともに、モニターの継続的な募集
を行い、アンケート精度の維持向上に
努める。
　また、アンケートに際しては答えやす
いアンケートを心がけるとともに、督促
等も行い、回収率の向上を図る。
　アンケート結果については速やかに
ホームページで公表する。
3回程度実施（予定）

区民モニターアンケート回収率70％以
上

左記目標が50％以下の場合、事業の
再構築を行う

平成27年度アンケート回収率:74.29％ 区民モニターアンケートを4回実施
※中間振り返り時点で回数を増やすこ
とを検討したが、回答いただけない理
由の調査で「忙しいから」「質問が多い
から」が多かったことを踏まえ、アン
ケート実施回数、内容を絞り、平成29
年1月までに4回のアンケートを実施し
た。

4回のアンケート回収率：54.1％

②(i) ○

現在のモニターの回答率を維持するこ
とと、新たに回答率の高いモニターを
確保することが課題である。

・回答率の低いモニターにその理由を
尋ねたところ、「忙しいから」が一番多
く、「質問が多いから」が次に多かっ
た。そのため、予め標準回答時間や
質問数を提示することで回答率向上を
めざす。
・新たなモニターの確保については、
他のアンケート実施時に併せて登録
の依頼を行っていく。



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（東淀川区）

個別 全体

ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

　a：順調
　b：順調でない

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針
平成28年度

めざす成果および戦略

項目 成果指標と目標値

計画 自己評価

めざす状態 アウトカム 戦略

戦略のアウトカムに
対する有効性

アウトカムの達成状況
前年度 　A：順調

　B：順調でない

戦略の
進捗状況

課題
今後の対応方向

・
改善策

【1-1】
　地域活動協議会を中心とした地域活動へ
の支援が行われた結果、新しい担い手の
参加によって地域が活性化され、積極的に
地域活動が進められているとともに、活動
内容や会計の情報が十分に区民に発信さ
れている。

ホームページや地域広報紙において地活
協の議決事項・事業計画・予算・決算書が
公開されている地域：平成28年度末までに
13/17地域
新たな参加者、担い手が増えたと感じられ
る地域：平成28年度までに9/17地域

　地域活動協議会を中心とした地域活動に
対して今まで地域活動に関わりの薄かった
若い人やマンション住民などの幅広い人達
が、地域活動に対する理解を深め、活動へ
の参画などを誘発する支援を区役所と地域
が連携して進めていく。
　特に開かれた組織運営や活動内容、会計
の情報公開・情報発信の重要性に着目した
支援を中心に実施し、団体の情報を広く発
信することで、地域住民への理解及び参画
に繋げていく。

ア

ホームページや地域広報紙において
地活協の議決事項・事業計画・予算・
決算書が公開されている地域数（議決
事項8/17、事業計画13/17
、予算12/17、決算書13/17）

新たな参加者、担い手が増えたと感じ
られる地域（8/17地域)

―

―

Ｂ

Ｂ

Ｂ ｂ

開かれた組織運営をめざして、全ての地域
活動協議会で地活協事務所での書類の開
示が用意されているが、更に広く情報発信
を行うためのホームページの開設や地域広
報紙の紙面の充実についてのボランティア
の負担感を訴える状況が見受けられる。結
果として若年層やマンション住民等の幅広
い層に対して、地域活動への理解を深めら
れない一因と考えられる。

広報紙やＨＰ、SNSなどを通じて地域活動
協議会の議決事項・事業計画や行事の予
定等が広く周知されることは、開かれた組
織運営はもとより、地域活動への新たな担
い手の参画の端緒ともなることや、広告収
入の獲得などにも繋がる等のメリットをしっ
かり伝え、今後も持続的に職員や地域づく
りアドバイザーの支援等を通じて、地域活
動協議会や地域活動の理解を深め、情報
を広く発信することをめざす。

【5-1】
　区長が地域の実情を把握し、課題解決に
向けてリーダーシップとマネジメントを発揮
し、特色ある施策を実施している状態

　東淀川区の特性や地域実情に応じた特
色ある施策・事業を行っていると感じる区民
の割合：平成29年度末までに60％以上

　地域実情や特性を反映した特色ある区政
運営を行うために、区長のマネジメントによ
り区役所内の事業を調整・展開する。

ア

東淀川区の特性や地域実情に応じた
特色ある施策・事業を行っていると感
じる区民の割合：25.9%

24.0% B B ａ

地域実情や特性に応じた特色ある施策事
業執行について、区民に実感を得られてい
るとはいえない。

当区では特色ある独自事業を複数実施し
ているが、利用者等にその独自性の認知
度を高めるような情報発信の手法を検討す
る。また区政会議をはじめとする各種会議
など様々な機会を通じて収集した区民の
ニーズや地域実情を踏まえ、それに応じた
施策の企画実行を行っていく。

a

　区役所からの情報発信により、必要とす
る市政情報等を入手できていると感じる区
民の割合は増加しているが、目標値との間
に大きな乖離がある。

　28年12月に策定した東淀川区役所広聴・
広報戦略1.0に基づいて、広聴の分析を強
化し、区民ニーズに沿った効果的な情報発
信に取り組む。

多様な区民の意見やニー
ズの的確な把握と区政情
報の発信

H29年度まで
に

60％以上

【5-3】
　区の施策・事業を区民に適切に情報発信
できている状態。またそのための区役所職
員の情報発信スキルの向上ができている
状態

区のさまざまな取組（施策・事業・イベントな
ど）に関する情報が伝えられていると感じて
いる区民の割合：平成29年度末までに60%

　区民の声を反映した施策や必要な区政・
市政情報を各種広報ツールを通じて発信す
るとともに、区役所職員の広報スキルの向
上を目指し、より質の高い情報を提供する。

ア

区のさまざまな取組（施策・事業・イベ
ントなど）についての区役所からの情
報発信の内容が十分だと感じている
区民の割合：27.0％（市民局アンケー
ト）

26.6% B B

区の様々な取組（施策・事業・イベント
など）の中に、区の特性や地域実情
に応じたものがあると感じる区民の割
合

H29年度まで
に

60％以上

【5-2】
多様な区民の意見やニーズを把握し、地域
の実情や特性に応じた必要な施策を区政
に反映するよう区役所が適切に対応できて
いる状態。

区役所が、区政運営について区民の意見
や要望を聞き反映するような工夫をしてい
ると感じている区民の割合：平成29年度末
までに60%

平成27年度に実施した区政会議の変革を
進め、より多様な区民の意見を把握し、必
要な意見を確実に区政に反映する。
他にも、区民モニターや市民の声、各種相
談窓口など区民の意見や相談の窓口機能
を充実させ、必要な機関に確実に情報共有
し、適切に対応できる状態を維持する。

ア

区役所が、区政運営について区民の
意見や要望を聞き反映するような工夫
をしていると感じている区民の割合：
16％

15.7% B B ｂ

区政会議の強化により、昨年までに比べて
大幅に区民の意見を区政反映することがで
き、広報紙掲載やポスター作成等、情報発
信についても強化したが、意見が区政に反
映されているという区民の実感に届いてい
ない。更に広く効果的に区民に届けるよう
な情報発信が必要である。

区政会議をはじめとする各種会議等におい
て収集した区民ニーズや意見を区政に反映
した実績について、より効果的な情報発信
を検討・実施する。広報紙や広報板等だけ
でなくSNSによる発信強化や区政会議委員
を通じての情報発信などを行っていく。

区の様々な取組（施策・事業・イベント
など）に関して、あなたの必要とする
情報が伝えられていると感じる区民の
割合

㋐



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（東淀川区）

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針

項目 成果指標と目標値

多様な区民の意見やニー
ズの的確な把握と区政情
報の発信

H29年度まで
に

60％以上

区の様々な取組（施策・事業・イベント
など）の中に、区の特性や地域実情
に応じたものがあると感じる区民の割
合

H29年度まで
に

60％以上

区の様々な取組（施策・事業・イベント
など）に関して、あなたの必要とする
情報が伝えられていると感じる区民の
割合

㋐

○：有効
×：有効でないため見

直す

課題 改善策業績目標 撤退基準
前年度までの
実績

取組実績

業績目標の達成状況

平成28年度

具体的取組

計画 自己評価

戦略に対する
取組の有効性

　①：目標達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施し
なかった

　②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施
しなかった

　③：撤退基準未達成

取組内容

【1-1-3】
地域担当職員が地域に出向くなどして
地域との協働でまちづくりを進める。ま
た、各地域で得た情報の共有化を図
るため地域担当者会議を月1回、年間
12回開催し、情報を庁内ポータルを活
用するなどして区役所内でも共有を図
る。

地域における課題を把握している職
員の割合：90％以上

左記目標が50％以下の場合、事業の
再構築を行う。

平成25年度　8月より地域担当連絡会
議を開催（8回）
平成26年度　地域担当連絡会議（12
回）、庁内ポータル等を活用して、連絡
会議の内容などを区職員に対して発
信
平成27年度　地域担当の地域カルテ
提出状況　166件（17地域）
主な訪問行事･･･入学式・夏まつり・敬
老大会・運営委員会等

・地域担当連絡会議（12回）
・連絡会議内容等の職員への情報発
信・共有（庁内ポータル等）
・地域担当職員による地域保健福祉
計画の地域への説明
・地域カルテ・地域活動報告書の作成
と整備

地域における課題を把握している職
員の割合　94.3％

①(i) ○ ― ―

【5-1-1】
　区長のマネジメントのもと、各担当に
対しサマーレビューを実施し、前年度
及び当年度上半期の区事業の確認
（ＰＤＣＡサイクルの実施）を行うととも
に、来年度予算に向けた調整を行う。

サマーレビューの実施により担当事業
のＰＤＣＡサイクルを再認識した職員
の割合：80％以上

左記目標が60％未満の場合、事業の
再構築を行う

平成26年8月　平成27年度予算に向
けたサマーレビュー実施
平成27年6月　運営方針進捗確認の
ための区長ヒアリング
平成27年10月　平成28年度予算に向
けたサマーレビュー実施

・区長による平成29年度予算編成に
向けたサマーレビューを実施（9月）
・即時性の高いＰＤＣＡ実現のため、将
来ビジョンの期末振り返り、及び平成
28年度運営方針の年度内振り返りを
区独自に実施（2月）
・上記実施にかかる職員間のダイアロ
グ（対話）を実施（7月・2月)

サマーレビューの実施により担当事業
のＰＤＣＡサイクルを再認識した職員
の割合：100％

①(i) ○ ― ―

【5-2-1】
区長の所管に属する施策事業につい
て区民等（区政会議委員）から立案段
階から意見を把握し適宜これを反映さ
せるとともに、実績及び成果の評価に
かかる意見を聞くことで、地域の特性
やニーズに応じた区民協働型の区政
運営の実現をめざす。
　平成27年10月より区政会議委員を
倍増、部会を細分化し、勉強会も取り
入れるなど、多様な区民がより積極的
かつ専門的に区政運営に参画し、必
要な意見を確実に区政に反映する仕
組みづくりを行っていく。
　・本会開催　3回
　・各部会開催　各3回
　・各部会勉強会開催　随時

区政会議の意見等を区政に反映した
事業・施策を2つ以上実施。

左記目標が未達成の場合、事業の再
構築を行う

平成25年度　本会2回
平成26年度　本会4回　部会7回
平成27年度　本会3回　部会7回　意
見交換会（公開）2回　学習会など8回

平成28年度　本会3回　部会20回　学
習会32回　議長・副議長会2回　（※同
日開催含む）
非常に多数の区政会議部会・学習会
を開催し多くの意見をいただいた。各
専門部会の運営を各担当課が行うこ
とで直接担当業務に反映しやすくして
いるほか、全会議の意見を整理してま
とめ、わかりやすく共有したり、本会で
各部会から内容報告を行うことで意見
をより明確化する仕組みづくりを行っ
た。更に職員間ダイアログで施策化に
ついて検討する場を設けるなど、区政
会議意見を運営方針に反映しやすくす
る運営をめざした。

区政会議の意見等を平成29年度運営
方針に反映した事業・施策58項目中
20項目
※「魅力発信ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」「複合課題を抱
えた世帯への支援」「こどもの居場所」
「女性・子どもを狙った犯罪抑止の取り
組み」等、項目の新設や取組内容へ
の反映分のみ。目標値等の変更は含
まない。 ①(i) ○ ― ―

【5-2-2】
　区民モニターを活用し、様々な世代
の区民の方の意見を収集し、区が必
要としている基礎データの把握に努め
るとともに、モニターの継続的な募集
を行い、アンケート精度の維持向上に
努める。
　また、アンケートに際しては答えやす
いアンケートを心がけるとともに、督促
等も行い、回収率の向上を図る。
　アンケート結果については速やかに
ホームページで公表する。
3回程度実施（予定）

区民モニターアンケート回収率70％以
上

左記目標が50％以下の場合、事業の
再構築を行う

平成27年度アンケート回収率:74.29％ 区民モニターアンケートを4回実施
※中間振り返り時点で回数を増やすこ
とを検討したが、回答いただけない理
由の調査で「忙しいから」「質問が多い
から」が多かったことを踏まえ、アン
ケート実施回数、内容を絞り、平成29
年1月までに4回のアンケートを実施し
た。

4回のアンケート回収率：54.1％

②(i) ○

現在のモニターの回答率を維持するこ
とと、新たに回答率の高いモニターを
確保することが課題である。

・回答率の低いモニターにその理由を
尋ねたところ、「忙しいから」が一番多
く、「質問が多いから」が次に多かっ
た。そのため、予め標準回答時間や
質問数を提示することで回答率向上を
めざす。
・新たなモニターの確保については、
他のアンケート実施時に併せて登録
の依頼を行っていく。

【5-3-1】
・広報紙、ホームページ、フェイスブッ
ク、ツイッター等で情報発信を行う。
・広報紙は毎月発行し、同時に点字
版、音声データ、オープンデータの提
供も行う。
・ホームページ、フェイスブック、ツイッ
ターでは即時性に富む情報提供を
行っていく。

区役所フェイスブック、ツイッターの
フォロワー数を2,400件以上にする
（300件/年程度の増加）。

左記目標が2,200件以下の場合、事業
の再構築を行う。

平成26年度末よりフェイスブックの運
用を開始。
広報紙は毎月発行。通常号（8ページ）
は年5回、特集号（12ページ）は年7
回。

・広報紙、ホームページ、フェイスブッ
ク、ツイッター等で情報発信を行ってき
た。フェイスブックで地域や事業の発
信する職員が増えてきたことでフォロ
ワー数の伸びにつながった。
・平成28年12月　東淀川区役所広聴・
広報戦略1.0策定

フェイスブック・ツイッターのフォロワー
数（平成29年3月末）：2,644件

①(i) ○ ― ―

【5-3-2】
フェイスブック、ツイッターホームペー
ジを始めとした区の様々な広報媒体を
効果的に利用した情報発信が行える
よう、各部署の担当者を中心に研修を
実施してスキル向上を図るとともに、
研修資料をグループウェアに掲出して
他の職員へも周知を図る。
　　担当者研修４～６回程度開催（予
定）

自身の広報スキルの向上を実感した
研修参加者の割合：80%以上

左記目標が50%以下の場合、事業の
再構築を行う。

平成27年度
各課担当者に向けた研修を年6回実
施

・担当者研修を４回実施のうえ、研修
資料をグループウェアに掲出し、職員
への周知を行った。
・平成28年12月　東淀川区役所広聴・
広報戦略1.0策定

自身の広報スキルの向上を実感した
研修参加者の割合：81.5%

①(i) ○ ― ―



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（東淀川区）

個別 全体

ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

　a：順調
　b：順調でない

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針
平成28年度

めざす成果および戦略

項目 成果指標と目標値

計画 自己評価

めざす状態 アウトカム 戦略

戦略のアウトカムに
対する有効性

アウトカムの達成状況
前年度 　A：順調

　B：順調でない

戦略の
進捗状況

課題
今後の対応方向

・
改善策

【1-1】
　地域活動協議会を中心とした地域活動へ
の支援が行われた結果、新しい担い手の
参加によって地域が活性化され、積極的に
地域活動が進められているとともに、活動
内容や会計の情報が十分に区民に発信さ
れている。

ホームページや地域広報紙において地活
協の議決事項・事業計画・予算・決算書が
公開されている地域：平成28年度末までに
13/17地域
新たな参加者、担い手が増えたと感じられ
る地域：平成28年度までに9/17地域

　地域活動協議会を中心とした地域活動に
対して今まで地域活動に関わりの薄かった
若い人やマンション住民などの幅広い人達
が、地域活動に対する理解を深め、活動へ
の参画などを誘発する支援を区役所と地域
が連携して進めていく。
　特に開かれた組織運営や活動内容、会計
の情報公開・情報発信の重要性に着目した
支援を中心に実施し、団体の情報を広く発
信することで、地域住民への理解及び参画
に繋げていく。

ア

ホームページや地域広報紙において
地活協の議決事項・事業計画・予算・
決算書が公開されている地域数（議決
事項8/17、事業計画13/17
、予算12/17、決算書13/17）

新たな参加者、担い手が増えたと感じ
られる地域（8/17地域)

―

―

B

B

B ｂ

開かれた組織運営をめざして、全ての地域
活動協議会で地活協事務所での書類の開
示が用意されているが、更に広く情報発信
を行うためのホームページの開設や地域広
報紙の紙面の充実についてのボランティア
の負担感を訴える状況が見受けられる。結
果として若年層やマンション住民等の幅広
い層に対して、地域活動への理解を深めら
れない一因と考えられる。

広報紙やＨＰ、SNSなどを通じて地域活動
協議会の議決事項・事業計画や行事の予
定等が広く周知されることは、開かれた組
織運営はもとより、地域活動への新たな担
い手の参画の端緒ともなることや、広告収
入の獲得などにも繋がる等のメリットをしっ
かり伝え、今後も持続的に職員や地域づく
りアドバイザーの支援等を通じて、地域活
動協議会や地域活動の理解を深め、情報
を広く発信することをめざす。

【3-4】
・区において、保護者・地域住民・校長等の
多様な意見・ニーズをくみとり、区政に反映
するための仕組みを構築し、分権型教育行
政への転換を進める。
・地域・ＮＰＯ・行政等の協働を通して、学校
を核とした住民主体の教育コミュニティ・生
涯学習社会を形成し、子どもが学力・学習
意欲・自尊感情などを高め、自立し社会を
生き抜く力を身に付けて、東淀川区の次世
代人材として成長できる状態をめざす。

保護者・地域住民等の多様な意見・ニーズ
をふまえた教育行政が実施されていると感
じる就学児童・生徒のいる世帯の割合：平
成29年度末までに60％以上

・保護者・区民等の参画のための会議や区
教育行政連絡会、各校の学校協議会の開
催を通じて、教育行政に対する保護者・地
域住民・校長等の多様な意見・ニーズをくみ
とる。
・地域住民等による校庭等の芝生化を支援
することで、子どもが緑のもとで遊べる環境
をつくるとともに、地域のコミュニケーション
を活性化させ、学校を核とした住民主体の
教育コミュニティ・生涯学習社会の実現をめ
ざす。

ア

就学児童・生徒のいる世帯の割合へ
のアンケートで、保護者・地域住民等
の多様な意見・ニーズをふまえた教育
行政が実施されていると感じると回答
した割合　62.5％

― A A ａ ― ―

【5-2】
　多様な区民の意見やニーズを把握し、地
域の実情や特性に応じた必要な施策を区
政に反映するよう区役所が適切に対応でき
ている状態。

区役所が、区政運営について区民の意見
や要望を聞き反映するような工夫をしてい
ると感じている区民の割合：平成29年度末
までに60%

平成27年度に実施した区政会議の変革を
進め、より多様な区民の意見を把握し、必
要な意見を確実に区政に反映する。
他にも、区民モニターや市民の声、各種相
談窓口など区民の意見や相談の窓口機能
を充実させ、必要な機関に確実に情報共有
し、適切に対応できる状態を維持する。

ア

区役所が、区政運営について区民の
意見や要望を聞き反映するような工夫
をしていると感じている区民の割合：
16.0％

15.7% B B ｂ

区政会議の強化により、昨年までに比べて
大幅に区民の意見を区政反映することがで
き、広報紙掲載やポスター作成等、情報発
信についても強化したが、意見が区政に反
映されているという区民の実感に届いてい
ない。更に広く効果的に区民に届けるよう
な情報発信が必要である。

区政会議をはじめとする各種会議等におい
て収集した区民ニーズや意見を区政に反映
した実績について、より効果的な情報発信
を検討・実施する。広報紙や広報板等だけ
でなくSNSによる発信強化や区政会議委員
を通じての情報発信などを行っていく。

区役所が、区の様々な取組（施策・事
業・イベントなど）について、それらの
終了時に意見を聞くなど、区民からの
評価を受け、これらを区政運営の改
善につなげていると思う区民の割合

H29年度まで
に

60％以上

【5-2】
　多様な区民の意見やニーズを把握し、地
域の実情や特性に応じた必要な施策を区
政に反映するよう区役所が適切に対応でき
ている状態。

区役所が、区政運営について区民の意見
や要望を聞き反映するような工夫をしてい
ると感じている区民の割合：平成29年度末
までに60%

平成27年度に実施した区政会議の変革を
進め、より多様な区民の意見を把握し、必
要な意見を確実に区政に反映する。
他にも、区民モニターや市民の声、各種相
談窓口など区民の意見や相談の窓口機能
を充実させ、必要な機関に確実に情報共有
し、適切に対応できる状態を維持する。

ア

区役所が、区政運営について区民の
意見や要望を聞き反映するような工夫
をしていると感じている区民の割合：
16.0％

15.7% B B ｂ

区政会議の強化により、昨年までに比べて
大幅に区民の意見を区政反映することがで
き、広報紙掲載やポスター作成等、情報発
信についても強化したが、意見が区政に反
映されているという区民の実感に届いてい
ない。更に広く効果的に区民に届けるよう
な情報発信が必要である。

区政会議をはじめとする各種会議等におい
て収集した区民ニーズや意見を区政に反映
した実績について、より効果的な情報発信
を検討・実施する。広報紙や広報板等だけ
でなくSNSによる発信強化や区政会議委員
を通じての情報発信などを行っていく。

㋑
区民の参画と協働による区
政運営

区役所が、区の様々な取組（施策・事
業・イベントなど）について、それらの
企画・計画段階において、区民の意
見や要望を反映していると思う区民の
割合

H29年度まで
に

60％以上



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（東淀川区）

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針

項目 成果指標と目標値

区役所が、区の様々な取組（施策・事
業・イベントなど）について、それらの
終了時に意見を聞くなど、区民からの
評価を受け、これらを区政運営の改
善につなげていると思う区民の割合

H29年度まで
に

60％以上

㋑
区民の参画と協働による区
政運営

区役所が、区の様々な取組（施策・事
業・イベントなど）について、それらの
企画・計画段階において、区民の意
見や要望を反映していると思う区民の
割合

H29年度まで
に

60％以上

○：有効
×：有効でないため見

直す

課題 改善策業績目標 撤退基準
前年度までの
実績

取組実績

業績目標の達成状況

平成28年度

具体的取組

計画 自己評価

戦略に対する
取組の有効性

　①：目標達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施し
なかった

　②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施
しなかった

　③：撤退基準未達成

取組内容

【1-1-5】
　区民・事業者・行政で構成されるまち
づくり組織を設け、行政や事業者の支
援・協働により、区民が主体的に少子
高齢化に向けた中長期的な取組みと
して、ソフト対策を中心とした区西部地
域のまちづくり構想をまとめたうえで実
施する。
≪参考≫
　まちづくり構想は、構成する取組み
について役割分担を整理し、関係者が
単独で、或いは協働により、現在、進
められている都市基盤整備等と合わ
せ総合的に実施することにより、区将
来ビジョンに掲げる「住んでよかった、
住み続けたい東淀川区」を創出する。
 ・まちづくり協議会6回開催

　西部地域のまちづくりに参加した区
民が、当該まちづくりが有効あるいは
必要と考える割合が過半数を超える。

左記目標が過半数を下回った場合、
事業の再構築を行う。

区民・事業者・行政で構成されるまち
づくり組織（東淀川区西部地域バリア
フリーまちづくり協議会）を平成28年1
月14日に設置した。

・東淀川区西部地域ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰまちづく
り協議会（部会）を6回開催した。
・協議会（部会）において、学識経験者
のアドバイスを得ながら、事業者・行
政等の支援・協働のもと、地域主体の
「西部地域バリアフリーまちづくり構想
（素案）」を取りまとめた。

西部地域のまちづくりが有効あるいは
必要と考える協議会（部会）委員の割
合94％

①(i) ○ ― ―

【3-4-1】
・区長が、保護者・地域住民等（区政
会議委員から選定）を招集して、保護
者・区民等の参画のための会議を開
催し、区内の教育やそれに関する子ど
ものための施策・事業について、立案
段階から意見を把握し、適宜これを反
映させるとともに、実績・成果の評価に
かかる意見を聞くことで、地域や学校
協議会からの意見・ニーズに応じた教
育施策・事業の実現をめざす。28年度
は年3回程度開催する。

・保護者・区民等の参画のための会議
の意見等を区政に反映した事業・施策
を2つ以上実施。

左記目標が未達成の場合、事業の再
構築を行う。

平成28年2月16日設置 保護者・区民等の参画のための会議
として、区政会議教育・子育て部会及
び区教育会議で提起された意見を聴
取。年間５回実施。

保護者・区民等の参画のための会議
の意見等を区政に反映した事業・施策
を2つ実施（こどもの居場所、食育推進
事業）

①(i） ○ ― ―

【5-2-1】
区長の所管に属する施策事業につい
て区民等（区政会議委員）から立案段
階から意見を把握し適宜これを反映さ
せるとともに、実績及び成果の評価に
かかる意見を聞くことで、地域の特性
やニーズに応じた区民協働型の区政
運営の実現をめざす。
　平成27年10月より区政会議委員を
倍増、部会を細分化し、勉強会も取り
入れるなど、多様な区民がより積極的
かつ専門的に区政運営に参画し、必
要な意見を確実に区政に反映する仕
組みづくりを行っていく。
　・本会開催　3回
　・各部会開催　各3回
　・各部会勉強会開催　随時

区政会議の意見等を区政に反映した
事業・施策を2つ以上実施。

左記目標が未達成の場合、事業の再
構築を行う

平成25年度　本会2回
平成26年度　本会4回　部会7回
平成27年度　本会3回　部会7回　意
見交換会（公開）2回　学習会など8回

平成28年度　本会3回　部会20回　学
習会32回　議長・副議長会2回　（※同
日開催含む）
非常に多数の区政会議部会・学習会
を開催し多くの意見をいただいた。各
専門部会の運営を各担当課が行うこ
とで直接担当業務に反映しやすくして
いるほか、全会議の意見を整理してま
とめ、わかりやすく共有したり、本会で
各部会から内容報告を行うことで意見
をより明確化する仕組みづくりを行っ
た。更に職員間ダイアログで施策化に
ついて検討する場を設けるなど、区政
会議意見を運営方針に反映しやすくす
る運営をめざした。

区政会議の意見等を平成29年度運営
方針に反映した事業・施策58項目中
20項目
※「魅力発信ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」「複合課題を抱
えた世帯への支援」「こどもの居場所」
「女性・子どもを狙った犯罪抑止の取り
組み」等、項目の新設や取組内容へ
の反映分のみ。目標値等の変更は含
まない。 ①(i) ○ ― ―

【5-2-1】
区長の所管に属する施策事業につい
て区民等（区政会議委員）から立案段
階から意見を把握し適宜これを反映さ
せるとともに、実績及び成果の評価に
かかる意見を聞くことで、地域の特性
やニーズに応じた区民協働型の区政
運営の実現をめざす。
　平成27年10月より区政会議委員を
倍増、部会を細分化し、勉強会も取り
入れるなど、多様な区民がより積極的
かつ専門的に区政運営に参画し、必
要な意見を確実に区政に反映する仕
組みづくりを行っていく。
　・本会開催　3回
　・各部会開催　各3回
　・各部会勉強会開催　随時

区政会議の意見等を区政に反映した
事業・施策を2つ以上実施。

左記目標が未達成の場合、事業の再
構築を行う

平成25年度　本会2回
平成26年度　本会4回　部会7回
平成27年度　本会3回　部会7回　意
見交換会（公開）2回　学習会など8回

平成28年度　本会3回　部会20回　学
習会32回　議長・副議長会2回　（※同
日開催含む）
非常に多数の区政会議部会・学習会
を開催し多くの意見をいただいた。各
専門部会の運営を各担当課が行うこ
とで直接担当業務に反映しやすくして
いるほか、全会議の意見を整理してま
とめ、わかりやすく共有したり、本会で
各部会から内容報告を行うことで意見
をより明確化する仕組みづくりを行っ
た。更に職員間ダイアログで施策化に
ついて検討する場を設けるなど、区政
会議意見を運営方針に反映しやすくす
る運営をめざした。

区政会議の意見等を平成29年度運営
方針に反映した事業・施策58項目中
20項目
※「魅力発信ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」「複合課題を抱
えた世帯への支援」「こどもの居場所」
「女性・子どもを狙った犯罪抑止の取り
組み」等、項目の新設や取組内容へ
の反映分のみ。目標値等の変更は含
まない。 ①(i) ○ ― ―



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（東淀川区）

個別 全体

ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

　a：順調
　b：順調でない

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針
平成28年度

めざす成果および戦略

項目 成果指標と目標値

計画 自己評価

めざす状態 アウトカム 戦略

戦略のアウトカムに
対する有効性

アウトカムの達成状況
前年度 　A：順調

　B：順調でない

戦略の
進捗状況

課題
今後の対応方向

・
改善策

区民に身近な総合行政の拠点としての区役所づくり

【2－1】
　高齢者や障がい者などの要援護者が地
域で安心して自分らしく暮らしていくため、
地域住民、地域団体、行政等が力をあわせ
て、「見守り」「支え合い」など、要援護者の
不安や困りごとを地域の中で解決できる
ネットワークが構築されている。

　要援護者の不安や困りごとを地域の中で
相談・解決できていると感じる要援護者の
割合：平成30年度末までに80％

　高齢者や障がい者などの要援護者が地
域で安心して自分らしく暮らしていくため、
要援護者の不安や困りごとを、地域住民や
地域団体、関係機関等が連携して、解決で
きるネットワークを構築する。
　また、地域での保健・福祉の推進の方向
性を享受するため、「東淀川区地域別保健
福祉計画」を策定し、地域福祉の推進を図
る。

ア

　要援護者の不安や困りごとを地域の
中で相談・解決できていると感じる要
援護者の割合：74.6％（ライフステー
ション利用者）

- A A a ― ―

【5-2】
　多様な区民の意見やニーズを把握し、地
域の実情や特性に応じた必要な施策を区
政に反映するよう区役所が適切に対応でき
ている状態。

区役所が、区政運営について区民の意見
や要望を聞き反映するような工夫をしてい
ると感じている区民の割合：平成29年度末
までに60%

平成27年度に実施した区政会議の変革を
進め、より多様な区民の意見を把握し、必
要な意見を確実に区政に反映する。
他にも、区民モニターや市民の声、各種相
談窓口など区民の意見や相談の窓口機能
を充実させ、必要な機関に確実に情報共有
し、適切に対応できる状態を維持する。

ア

区役所が、区政運営について区民の
意見や要望を聞き反映するような工夫
をしていると感じている区民の割合：
16.0％

15.7% B B ｂ

区政会議の強化により、昨年までに比べて
大幅に区民の意見を区政反映することがで
き、広報紙掲載やポスター作成等、情報発
信についても強化したが、意見が区政に反
映されているという区民の実感に届いてい
ない。更に広く効果的に区民に届けるよう
な情報発信が必要である。

区政会議をはじめとする各種会議等におい
て収集した区民ニーズや意見を区政に反映
した実績について、より効果的な情報発信
を検討・実施する。広報紙や広報板等だけ
でなくSNSによる発信強化や区政会議委員
を通じての情報発信などを行っていく。

「東淀川区職員力向上基本プラン」に基づ
き、人事室や市政改革室の取組みと連携し
ながら、区民から信頼される自律的な職員
と組織風土づくりを進める。

ア

東淀川区の発展のために尽力した
い、東淀川区を今以上に良くしていき
たいと思う職員の割合　83％

B82.0%

（２）

㋐
区における市政の総合窓
口機能の充実

過去1年間に、区役所に日常生活に
関する相談や要望を行った区民のう
ち、区役所が、区における市政の総
合窓口として、適切に対応したと思う
区民の割合

H29年度まで
に

80％以上

【6-3】
職員の士気と組織パフォーマンスが向上
し、職員が「やらされ感」から脱却して「前向
き感」を持ち、効果的かつ効率的に業務を
進めるため職員同士の協力・連携がとら
れ、来庁者へのCSの重要性を理解したうえ
で、主体的に基礎自治行政に取り組んでい
る状態

東淀川区の発展のために尽力したい、東淀
川区を今以上に良くしていきたいと思う職員
の割合：平成28年度までに90％以上

ｂB

割合は上昇したが目標には達しなかった。
指標に繋げるための仕事へのやりがい増
進等の取組みが不十分であった。

今年度新たに実施した変革実行手法研修
で得たスキル等を活用し、職員が区民から
信頼される自律的な職員作りを自ら進め、
職員の知識や、技能の向上を図りながら、
仕事へのやりがい増進を図る職場風土づく
りを進める。



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（東淀川区）

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針

項目 成果指標と目標値

区民に身近な総合行政の拠点としての区役所づくり（２）

㋐
区における市政の総合窓
口機能の充実

過去1年間に、区役所に日常生活に
関する相談や要望を行った区民のう
ち、区役所が、区における市政の総
合窓口として、適切に対応したと思う
区民の割合

H29年度まで
に

80％以上

○：有効
×：有効でないため見

直す

課題 改善策業績目標 撤退基準
前年度までの
実績

取組実績

業績目標の達成状況

平成28年度

具体的取組

計画 自己評価

戦略に対する
取組の有効性

　①：目標達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施し
なかった

　②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施
しなかった

　③：撤退基準未達成

取組内容

【2-1-3】
平成27年4月より施行された生活困窮
者自立支援法に基づき自立相談支援
事業を本格実施し2年目となる。昨年
度構築したネットワークを活かし、区役
所内を含めた関係部署と連携、生活
困窮者が自立できるよう取組みを進め
る。
庁内・庁外のネットワーク会議の開催
年3回以上。

生活困窮者の自立支援にむけて、関
係部署での連携が取れていると感じる
職員の割合：80％以上

左記目標が50％以下の場合、事業の
再構築を行う。

生活困窮者の自立支援にむけて、関
係部署での連携が取れていると感じる
職員の割合：82.1％（平成27年度）
相談件数　平成26年度 456件、平成
27年度 431件
第1回困サポ　平成28年3月10日
46名参加

相談件数　418件（平成28年度）
庁内・庁外におけるネットワークを構
築するための会議「東淀川区生活困
窮者サポートネット連絡会（困サポ）」
を次のとおり区民ホールで実施
第2回困サポ　平成28年７月27日
81名参加
第3回困サポ　平成28年12月2日　125
名参加
第4回困サポ　平成29年２月23日
66名参加

生活困窮者の自立支援にむけて、関
係部署での連携が取れていると感じる
職員の割合93.2%

①(i) ○ ― ―

【5-2-3】
各種相談において、毎月の広報紙掲
載とともにフェイスブック、ツイッター、
デジタルサイネージ等で随時告知を行
い、相談件数の増加を図る。
　区民からいただいた「市民の声」に
ついて、適切に市政・区政に反映でき
るよう関係部署と連携し、区民に信頼
される市政・区政の実現をめざす。

経営相談については年度内に1回以
上の相談
税務相談については、各回1名以上の
相談

経営相談について0件の場合は事業
の再構築を行う。

平成26年10月より、週1回税務相談を
実施
平成28年1月より　月1回社会保険労
務士相談を実施

各種相談について広報紙掲載内容の
改善を図ると共に、フェイスブック、ツ
イッターや庁内掲示・幟を活用した広
報を行った。
　「市民の声」については適切に市政・
区政に反映できるよう関係部署と連携
して回答を行った。

経営相談　実施件数：1件、大阪産業
創造館への相談斡旋：1件
税務相談：1回あたりの平均相談人
数：2.13名

①(i) ○ ― ―

①28年11月に実施された外部覆面調
査結果3.2点
②直属の上司にOJTをしてもらったと
実感する職員の割合71.9％

②ⅰ ○

②の項目については目標には達しな
かった。職員がＯＪＴを実感できるため
の取組みが不十分であった。

Ｓ－１グランプリ（職場環境・窓口レイ
アウト改善コンテスト）を全課担当あげ
て取り組んだことで、外部覆面調査結
果の数値が昨年より上昇するなど一
定の成果があったことから、これまで
の取組みを踏襲しつつ、目標達成に
向けて、ヒアリング内容や職員アン
ケート結果の徹底した分析を行い、デ
ザインシートなどを活用して組織目標
をより明確にしつつ職員と上司のコ
ミュニケーションを充実するなど、職員
がＯＪＴを実感できるための取組みを
進める。

【6-3-1】
①区役所職員が、区役所に訪れたす
べての方が区役所での時間を気持ち
よくすごしてもらえるよう、相手に好印
象を与える話し方や聞き方を習得し、
職場ぐるみで継続して接遇マナーの
弱点に気付き改善する組織風土の醸
成が必要であるため、接遇力の向上
の為の取組みを集中的に実施する。

②コンピテンシーモデルによる人材育
成を継続実施して職員のモチベーショ
ンの向上を図るとともに、職員人材開
発センターや外部講師の研修に参加
することで職員力の向上と、区民から
信頼される自律的な職員育成と風通し
のよい職場風土改善を進める。
　
【28年度実施内容】
①－１　接遇マナーアップ研修
          係長級以上：前期1回、後期1
回　計2回実施
　　　　　係員：前期1回、後期1回　計2
回実施
①－２　職場環境・窓口レイアウト改善
コンテストの実施
②　コンピテンシーモデルによる人材
育成、各種研修に参加

※コンピテンシーモデルとは、高い業
績に結び付く共通する行動や思考をま
とめたもの

①外部覆面調査において、職員の接
遇マナーが民間の同種サービスと
　比較して平均レベル（5点満点中3
点）以上
②直属の上司にOJTをしてもらったと
実感する職員の割合90％以上
※OJTとは、職場内で実務をさせなが
ら行う従業者トレーニング

左記目標が次の基準に達しなかった
場合、事業の再構築を行う。
①については、2.5点
②については、60％

人材育成PTを中心に「東淀川区職員
力向上基本プラン」を充実し、各取組
みを実施する。
　区民から信頼される自律的な職員作
りを進め、職員の知識や、技能の向上
を図るとともに、仕事へのやりがい増
進を図る。
１　OJT職場風土改善研修（中堅職員
以上）　２回
２　業務マニュアル作成スキル向上研
修（主担者、庶務担当係長等）１回
３　クレーム対応研修（主担者、庶務
担当係長等）１回
４　区長によるパーソナルコーチング
（若手～中堅職員）１回
５　コンピーテンシーモデルによる人材
育成（若手～中堅職員）

取組内容に加えて、自律的な職員育
成と風通しのよい職場風土づくりを進
めるために、変革実行手法研修やＳ
－１グランプリ（職場環境・窓口レイア
ウト改善コンテスト）などの取組みを
行った。



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（東淀川区）

個別 全体

ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

　a：順調
　b：順調でない

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針
平成28年度

めざす成果および戦略

項目 成果指標と目標値

計画 自己評価

めざす状態 アウトカム 戦略

戦略のアウトカムに
対する有効性

アウトカムの達成状況
前年度 　A：順調

　B：順調でない

戦略の
進捗状況

課題
今後の対応方向

・
改善策

区民が満足・納得できる区役所運営

割合は上昇したが目標には達しなかった。
指標に繋げるための仕事へのやりがい増
進等の取組みが不十分であった。

今年度新たに実施した変革実行手法研修
で得たスキル等を活用し、職員が区民から
信頼される自律的な職員作りを自ら進め、
職員の知識や、技能の向上を図りながら、
仕事へのやりがい増進を図る職場風土づく
りを進める。

東淀川区の発展のために尽力したい、東淀
川区を今以上に良くしていきたいと思う職員
の割合：平成28年度までに90％以上

「東淀川区職員力向上基本プラン」に基づ
き、人事室や市政改革室の取組みと連携し
ながら、区民から信頼される自律的な職員
と組織風土づくりを進める。

ア

東淀川区の発展のために尽力した
い、東淀川区を今以上に良くしていき
たいと思う職員の割合　83％

82.0% Ｂ Ｂ b

― ―

【6-2】
個々の市民により異なる来庁目的や、置か
れている状況に応じてサービスを受ける場
所や方法を、区民自らが情報を持ち、かつ
理解したうえで、その状況等に合わせて使
い分けがされている。

自分が求めるサービスに応じて、そのサー
ビスを受ける場所・方法等の情報を正確に
有している来庁者の割合：平成28年度末ま
でに60％
その受けたサービスについて満足している
来庁者の割合：平成28年度末までに60％

区役所以外でのサービス提供の啓発につ
いて、その対象や手法を工夫することによ
り、効果的な啓発に努め、そのサービスの
浸透を図る。

ア

自分が求めるサービスに応じて、その
サービスを受ける場所・方法等の情報
を正確に有している来庁者の割合：
38.1％

出生・婚姻届提出者への記念品贈呈
事業への賛成の割合：84.3％

その受けたサービスについて満足して
いる来庁者の割合：99.7％

23%

77%

98.4%

Ｂ

Ａ

Ａ

Ｂ b

区役所以外で証明書発行のサービス提供
ができる大阪市サービスカウンター、コンビ
ニ、東淀川井高野郵便局の認知度につい
て、昨年度より上昇したもののまだ低い状
況であり、周知が十分でない。

マイナンバーカード交付者へカードを使って
コンビニ等で証明書発行ができる案内など
をすることが有効であるため積極的に行っ
ていくほか、来庁者に配布する転入者パッ
クやチラシにより、証明書発行ができる
サービス提供場所の周知を徹底する。ま
た、住民票等の提出先など庁舎以外の効
果的な周知場所を引き続き検討する。

【6-1】
　区民が来庁時から待ち時間を経て帰るま
での間、目的達成が効率良くスムーズに行
えたと感じる状態。
　必要な待ち時間を区民が快適に過ごせる
状態。

窓口の所在や手続きの流れがわかりやす
かったと感じる来庁者の割合：平成29年度
末までに80％
フロアマネージャーの案内・説明がわかり
やすかったと感じる来庁者の割合：平成29
年度末までに80％
待合フロアが快適であったと感じる来庁者
の割合：平成29年度末までに80％
職員の対応・説明案内が親切でわかりやす
いと感じる来庁者の割合：平成29年度末ま
でに80％

受託者との定例打合せを継続し、その連携
を強化することにより、市民の視点に立った
より良いサービスを追求し、実行する。

ア

窓口の所在がわかりやすかったと感じ
る来庁者の割合：81.3％

フロアマネージャーの案内・説明がわ
かりやすかったと感じる来庁者の割
合：83.2％

待合フロアが快適であったと感じる来
庁者の割合：95.1％

職員の対応・説明案内が親切でわか
りやすいと感じる来庁者の割合：
97.7％

71.2%

83%

89.9%

95.6%

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ a

㋐
庁舎案内や窓口業務にお
けるサービス向上

区役所を過去１年間に訪れた区民の
うち、来庁者への案内サービスや窓
口での応対が良いと感じた区民の割
合

区役所来庁者に対する窓口サービス
に係る民間事業者の覆面調査員によ
る調査（５点満点）での点数

H29年度まで
に

80％以上

H29年度まで
に

3.5点以上

【6-3】
職員の士気と組織パフォーマンスが向上
し、職員が「やらされ感」から脱却して「前向
き感」を持ち、効果的かつ効率的に業務を
進めるため職員同士の協力・連携がとら
れ、来庁者へのCSの重要性を理解したうえ
で、主体的に基礎自治行政に取り組んでい
る状態

（３）



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（東淀川区）

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針

項目 成果指標と目標値

区民が満足・納得できる区役所運営

㋐
庁舎案内や窓口業務にお
けるサービス向上

区役所を過去１年間に訪れた区民の
うち、来庁者への案内サービスや窓
口での応対が良いと感じた区民の割
合

区役所来庁者に対する窓口サービス
に係る民間事業者の覆面調査員によ
る調査（５点満点）での点数

H29年度まで
に

80％以上

H29年度まで
に

3.5点以上

（３）

○：有効
×：有効でないため見

直す

課題 改善策業績目標 撤退基準
前年度までの
実績

取組実績

業績目標の達成状況

平成28年度

具体的取組

計画 自己評価

戦略に対する
取組の有効性

　①：目標達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施し
なかった

　②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施
しなかった

　③：撤退基準未達成

取組内容

【6-1-1】
受託者との定例打合せにおいて、
サービス向上、事務改善、待合環境
等のテーマを区分し掘り下げて検討す
る。（定例会は月1回以上）
　個別課題の検討結果について、受
託側・委託側双方の全職員へのフィー
ドバックを行うとともに、全職員の意
見・アイデアを積極的に集約すること
で、委託側・受託側双方の職員、ス
タッフ一人ひとりが窓口サービスの向
上に取り組む。

委託側・受託側それぞれが市民サー
ビス向上できていると感じる職員及び
受託者の割合：70％

左記目標が50％以下の場合、事業の
再構築を行う。

区役所及び出張所とも住民情報業務
委託（平成25年度）
受託者との打合せ（月１回以上）
委託前に比べて市民サービス向上で
きていると感じる職員：38.9％（平成26
年度）

・受託者との定例打合せ（月１回）
・定例打合せ会の検討結果等を朝礼
などで周知（随時）
・職員が質問や意見をかけるノートを
用意していつでも閲覧できるようにし
た。

委託側・受託側それぞれが市民サー
ビス向上できていると感じる職員及び
受託者の割合：84.1％

①ⅰ ○ ― ―

【6-1-2】
・手続きの流れをフロー化したメモを交
付番号とともに市民に渡し、自分の手
続きの状況（何を待っているのか）（ど
こに次いけばよいのか）を伝える
・接遇研修の実施（年1回）
・快適な庁舎づくり（庁舎飾りつけ、わ
かりやすい表示など）（年4回）

待合フロアが快適と感じる来庁者の割
合：70％
手続きの状況がわかり、待ち時間を安
心して過ごせると感じる来庁者の割
合：70％
窓口対応が良いと感じる来庁者の割
合：70％

左記目標が50％以下の場合、事業の
再構築を行う。

広告機能付き電子番号表示機設置
（平成26年2月）
待合フロア一部変更（平成26年9月）
絵本読み聞かせ事業と連携して絵本
等を待合フロアに配置（平成26年11
月）
受付カウンターに取扱業務を明示（平
成26年12月）
プライバシー保護板に折り紙の飾り付
け（随時）
始業時に窓口での一斉挨拶を実施
（平成27年４月）

・接遇研修実施
・笑顔での接客を心掛けるスマイル
キャンペーン
・ＣＳ（顧客満足）と職員のモチベーショ
ンに関する取り組みとしてアンケートを
実施
・待合フロアの椅子の配置換え（年１
回）
・クリスマスシーズン待合フロア飾りつ
け
・マイナンバー窓口への床面案内表示

・待合フロアが快適であったと感じる来
庁者の割合：95.1％
・窓口対応が良いと感じる来庁者の割
合：97.7％

①ⅱ ○

手続きの流れをフロー化したメモを渡
し手続きの状況を伝え安心してお待ち
いただく取り組みを検討したが、メモの
配布よりはどこに居ても、自分の受付
等の順番が分かるようになったほうが
便利であり安心して過ごせるため、待
合フロアにいなくても手続き状況がわ
かるようにする仕組みの検討を行う必
要がある。

・窓口呼び出し状況が待合フロアにい
なくてもスマホなどで確認できるシステ
ムを導入する。
・ＣＳ（顧客満足）と職員のモチベーショ
ンに関する取り組みとして実施した職
員アンケート結果を分析検証し、サー
ビス向上に繋げる。

【6-2-1】
・出生届及び婚姻届を提出の方に区
役所としてお祝いの気持ちを込めて記
念品を贈呈
・婚姻届出記念撮影ボード（生涯学習
の区民が作成した手持ちボード及び
職員作成の背景ボード）の活用
・えほんコーナーの活用・充実
・ＣＤプレーヤーで音楽を流す。（本区
のみ）

出生・婚姻届の提出者のうち手続きが
良い記念となった又は心地よく手続き
ができたと感じる者の割合：90％

左記目標が70％以下の場合、事業の
再構築を行う

・ウェディングボード及び記念撮影用
ボードの作成・活用（平成26年11月）
・出生・婚姻届提出者への記念品贈呈
（27年10月）
・えほんコーナー
以上3事業、本区・出張所とも実施
・住民異動届者に対する保険窓口へ
のスムーズパスの導入

・出生・婚姻届提出者への記念品贈呈
（1枚の届書につき１つ）
・生涯学習の区民が作成した手持ち
ウェディングボード及び記念撮影用背
景ボードの作成・活用（常時）
・大阪成蹊大学との連携によるオリジ
ナル婚姻届帳票作成
・ＣＤプレーヤーで音楽を流した（本区
のみ）
・えほんコーナーの活用・充実

心地よく手続きできたと感じる者の割
合：99.7％

①ⅰ ○ ― ―

【6-2-2】
　住民票や印鑑登録証明書を取得す
る行為について、そのサービスに特化
したサービス提供場所（コンビニ・井高
野郵便局・サービスカウンター等）並
びにその利用方法（個人番号カードの
取得・住民基本台帳カードへのアプリ
搭載等）について、広く市民に周知す
ることにより、区役所まで来庁するとい
うサービスを受けるための手間と時間
を省き、日常生活の中でストレスなく
サービスを受けられるようにする。
・ホームページ・ツイッターで周知：年4
回
・待合フロアー設置のモニターにて周
知：随時

区役所以外で受けられるサービスの
内容や方法などの情報を正確に持っ
ている来庁者の割合：50％
上記のうち求めるサービスに応じて区
役所とコンビニ・井高野郵便局・サー
ビスカウンターを使い分けていると回
答する者の割合：50％

左記目標が30％以下の場合、事業の
再構築を行う。

井高野郵便局での証明書取次サービ
ス開始（27年1月）
コンビニ交付開始（27年1月）

・待合フロアー設置のモニターにて周
知：常時
・大阪市広報板（77か所）、地下鉄３駅
へポスター掲示
・広報紙（3月）・ホームページ（3月）・
ツイッターで周知（各1回）したほか、チ
ラシを作成（12月）し周知に努めた

区役所以外で受けられるサービスの
内容や方法などの情報を正確に持っ
ている来庁者の割合：38.1％

上記のうち求めるサービスに応じて区
役所とコンビニ・井高野郵便局・サー
ビスカウンターを使い分けていると回
答する者の割合：14.3％ ③ ×

区役所以外で証明書発行のサービス
提供ができる大阪市サービスカウン
ター、コンビニ、東淀川井高野郵便局
の認知度について、昨年度より上昇し
たもののまだ低い状況であり、周知が
十分でない。

マイナンバーカード交付者へカードを
使ってコンビニ等で証明書発行ができ
る案内などをすることが有効であるた
め積極的に行っていくほか、来庁者に
配布する転入者パックやチラシによ
り、証明書発行ができるサービス提供
場所の周知を徹底する。また、住民票
等の提出先など庁舎以外の効果的な
周知場所を引き続き検討する。

○

②の項目については目標には達しな
かった。職員がＯＪＴを実感できるため
の取組みが不十分であった。

Ｓ－１グランプリ（職場環境・窓口レイ
アウト改善コンテスト）を全課担当あげ
て取り組んだことで、外部覆面調査結
果の数値が昨年より上昇するなど一
定の成果があったことから、これまで
の取組みを踏襲しつつ、目標達成に
向けて、ヒアリング内容や職員アン
ケート結果の徹底した分析を行い、デ
ザインシートなどを活用して組織目標
をより明確にしつつ職員と上司のコ
ミュニケーションを充実するなど、職員
がＯＪＴを実感できるための取組みを
進める。

【6-3-1】
①区役所職員が、区役所に訪れたす
べての方が区役所での時間を気持ち
よくすごしてもらえるよう、相手に好印
象を与える話し方や聞き方を習得し、
職場ぐるみで継続して接遇マナーの
弱点に気付き改善する組織風土の醸
成が必要であるため、接遇力の向上
の為の取組みを集中的に実施する。

②コンピテンシーモデルによる人材育
成を継続実施して職員のモチベーショ
ンの向上を図るとともに、職員人材開
発センターや外部講師の研修に参加
することで職員力の向上と、区民から
信頼される自律的な職員育成と風通し
のよい職場風土改善を進める。
　
【28年度実施内容】
①－１　接遇マナーアップ研修
          係長級以上：前期1回、後期1
回　計2回実施
　　　　　係員：前期1回、後期1回　計2
回実施
①－２　職場環境・窓口レイアウト改善
コンテストの実施
②　コンピテンシーモデルによる人材
育成、各種研修に参加

※コンピテンシーモデルとは、高い業
績に結び付く共通する行動や思考をま
とめたもの

①外部覆面調査において、職員の接
遇マナーが民間の同種サービスと
　比較して平均レベル（5点満点中3
点）以上
②直属の上司にOJTをしてもらったと
実感する職員の割合90％以上
※OJTとは、職場内で実務をさせなが
ら行う従業者トレーニング

左記目標が次の基準に達しなかった
場合、事業の再構築を行う。
①については、2.5点
②については、60％

人材育成PTを中心に「東淀川区職員
力向上基本プラン」を充実し、各取組
みを実施する。
　区民から信頼される自律的な職員作
りを進め、職員の知識や、技能の向上
を図るとともに、仕事へのやりがい増
進を図る。
１　OJT職場風土改善研修（中堅職員
以上）　２回
２　業務マニュアル作成スキル向上研
修（主担者、庶務担当係長等）１回
３　クレーム対応研修（主担者、庶務
担当係長等）１回
４　区長によるパーソナルコーチング
（若手～中堅職員）１回
５　コンピーテンシーモデルによる人材
育成（若手～中堅職員）

取組内容に加えて、自律的な職員育
成と風通しのよい職場風土づくりを進
めるために、変革実行手法研修やＳ
－１グランプリ（職場環境・窓口レイア
ウト改善コンテスト）などの取組みを
行った。

①28年11月に実施された外部覆面調
査結果3.2点
②直属の上司にOJTをしてもらったと
実感する職員の割合71.9％

②ⅰ



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（東淀川区）

個別 全体

ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

　a：順調
　b：順調でない

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針
平成28年度

めざす成果および戦略

項目 成果指標と目標値

計画 自己評価

めざす状態 アウトカム 戦略

戦略のアウトカムに
対する有効性

アウトカムの達成状況
前年度 　A：順調

　B：順調でない

戦略の
進捗状況

課題
今後の対応方向

・
改善策

H29年度まで
に

60％以上

【6-3】
職員の士気と組織パフォーマンスが向上
し、職員が「やらされ感」から脱却して「前向
き感」を持ち、効果的かつ効率的に業務を
進めるため職員同士の協力・連携がとら
れ、来庁者へのCSの重要性を理解したうえ
で、主体的に基礎自治行政に取り組んでい
る状態

東淀川区の発展のために尽力したい、東淀
川区を今以上に良くしていきたいと思う職員
の割合：平成28年度までに90％以上

82.0% Ｂ Ｂ b

割合は上昇したが目標には達しなかった。
指標に繋げるための仕事へのやりがい増
進等の取組みが不十分であった。

今年度新たに実施した変革実行手法研修
で得たスキル等を活用し、職員が区民から
信頼される自律的な職員作りを自ら進め、
職員の知識や、技能の向上を図りながら、
仕事へのやりがい増進を図る職場風土づく
りを進める。

「東淀川区職員力向上基本プラン」に基づ
き、人事室や市政改革室の取組みと連携し
ながら、区民から信頼される自律的な職員
と組織風土づくりを進める。

ア

東淀川区の発展のために尽力した
い、東淀川区を今以上に良くしていき
たいと思う職員の割合　83％

㋑
区民が納税者の視点で納
得できる効果的・効率的な
業務運営

効果的・効率的な業務運営に向け、
区の実情や特性に応じて、区役所の
取組が進められていることを知ってい
る区民の割合



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（東淀川区）

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針

項目 成果指標と目標値

H29年度まで
に

60％以上
㋑
区民が納税者の視点で納
得できる効果的・効率的な
業務運営

効果的・効率的な業務運営に向け、
区の実情や特性に応じて、区役所の
取組が進められていることを知ってい
る区民の割合

○：有効
×：有効でないため見

直す

課題 改善策業績目標 撤退基準
前年度までの
実績

取組実績

業績目標の達成状況

平成28年度

具体的取組

計画 自己評価

戦略に対する
取組の有効性

　①：目標達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施し
なかった

　②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施
しなかった

　③：撤退基準未達成

取組内容

【6-3-2】
区民から信頼され、区民の信託に応
える組織風土をつくるため、職場の内
部統制機能を向上させ、職員のコンプ
ライアンスの自覚と覚悟の徹底、不正
を未然に防ぐ「風通しのよい職場づく
り」を推進する。
・コンプライアンス研修（全職員）　１回
・個人情報保護研修（全職員）　１回
・コンプライアンス推進強化月間の取
組み　１回
・事故防止強化月間の取組み　２回
・ランチタイムミーティング　各課で１回
・職員情報誌に服務通信を掲載
・職員アンケートの実施
・朝礼の実施
・コンピテンシーモデルによるコミュニ
ケーションの活性化

①個人情報事務処理誤り等発生件
数：平成27年度（11件）から半減
②不適切な事務処理の発生件数：平
成27年度(8件)から半減
③職場で自由に意見が言えると感じ
ている職員の割合：80％以上

①、②発生件数が平成27年度を上
回った場合、事業の再構築を行う。
③65％以下の場合、事業の再構築を
行う。

・個人情報の適正な取扱いに関する
職場研修の内容を区独自に充実して
実施、職場コンプライアンス研修の実
施
・内部統制担当者研修、内部統制研
修の実施
・文書事務研修、情報公開制度・個人
情報保護制度研修、情報セキュリティ
研修の実施
・職員情報誌に服務通信を掲載
・気づきアンケートの実施
・サンクスカード制度の実施
・朝礼の実施
・区長によるパーソナルコーチング

左記取組内容に加えて、区役所内全
担当間で会議を開催し、事故事案発
生のリスクに対する改善策を分析し対
策を検討、また上司と部下のコミュニ
ケーションの場として、新規採用と転
入者に対する区長によるパーソナル
コーチング等の取組みを行った。

１．個人情報に係る事務処理誤りの発
生件数　15件
２．不適切な事務処理の発生件数　7
件
３．職場で自由に意見が言えると感じ
ている職員の割合　84.9％

③ ×

・個人情報に係る事務処理誤りや不
適切な事務処理の再発防止策が不十
分であった。
・コンプライアンスに対する自覚と覚
悟、公権力の意識不足。
・内部統制機能が不足している。
・上司の意図するものが部下職員に
十分に伝わっていない。

・他区及び過去の事故事案から、多く
発生する月と担当、その原因を分析
し、重点的な啓発と対策を講じること
で、再発を防止する。
・コンプライアンス研修やコンプライア
ンス・ニュースなどのツールを活用し、
コンプライアンスに関する考え方や方
針を上司から部下職員に伝えるととも
に、組織内の情報伝達や連携を強化
する。
・各課における５Ｓ活動や標準化の取
組みを実践することにより、整理整頓
を推進し、ムダ・ムラを省き効率化を
図って、事故発生のリスクを低減させ
る。

Ｓ－１グランプリ（職場環境・窓口レイ
アウト改善コンテスト）を全課担当あげ
て取り組んだことで、外部覆面調査結
果の数値が昨年より上昇するなど一
定の成果があったことから、これまで
の取組みを踏襲しつつ、目標達成に
向けて、ヒアリング内容や職員アン
ケート結果の徹底した分析を行い、デ
ザインシートなどを活用して組織目標
をより明確にしつつ職員と上司のコ
ミュニケーションを充実するなど、職員
がＯＪＴを実感できるための取組みを
進める。

【6-3-1】
①区役所職員が、区役所に訪れたす
べての方が区役所での時間を気持ち
よくすごしてもらえるよう、相手に好印
象を与える話し方や聞き方を習得し、
職場ぐるみで継続して接遇マナーの
弱点に気付き改善する組織風土の醸
成が必要であるため、接遇力の向上
の為の取組みを集中的に実施する。

②コンピテンシーモデルによる人材育
成を継続実施して職員のモチベーショ
ンの向上を図るとともに、職員人材開
発センターや外部講師の研修に参加
することで職員力の向上と、区民から
信頼される自律的な職員育成と風通し
のよい職場風土改善を進める。
　
【28年度実施内容】
①－１　接遇マナーアップ研修
          係長級以上：前期1回、後期1
回　計2回実施
　　　　　係員：前期1回、後期1回　計2
回実施
①－２　職場環境・窓口レイアウト改善
コンテストの実施
②　コンピテンシーモデルによる人材
育成、各種研修に参加

※コンピテンシーモデルとは、高い業
績に結び付く共通する行動や思考をま
とめたもの

①外部覆面調査において、職員の接
遇マナーが民間の同種サービスと
　比較して平均レベル（5点満点中3
点）以上
②直属の上司にOJTをしてもらったと
実感する職員の割合90％以上
※OJTとは、職場内で実務をさせなが
ら行う従業者トレーニング

左記目標が次の基準に達しなかった
場合、事業の再構築を行う。
①については、2.5点
②については、60％

人材育成PTを中心に「東淀川区職員
力向上基本プラン」を充実し、各取組
みを実施する。
　区民から信頼される自律的な職員作
りを進め、職員の知識や、技能の向上
を図るとともに、仕事へのやりがい増
進を図る。
１　OJT職場風土改善研修（中堅職員
以上）　２回
２　業務マニュアル作成スキル向上研
修（主担者、庶務担当係長等）１回
３　クレーム対応研修（主担者、庶務
担当係長等）１回
４　区長によるパーソナルコーチング
（若手～中堅職員）１回
５　コンピーテンシーモデルによる人材
育成（若手～中堅職員）

取組内容に加えて、自律的な職員育
成と風通しのよい職場風土づくりを進
めるために、変革実行手法研修やＳ
－１グランプリ（職場環境・窓口レイア
ウト改善コンテスト）などの取組みを
行った。

②ⅰ ○

②の項目については目標には達しな
かった。職員がＯＪＴを実感できるため
の取組みが不十分であった。

①28年11月に実施された外部覆面調
査結果3.2点
②直属の上司にOJTをしてもらったと
実感する職員の割合71.9％


